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1. はじめに 
 
 東京電力福島第一原子力発電所事故は日本における原子力災害対策の考え方を見直す契機とな

り、2012 年に原子力規制委員会により原子力災害対策指針 1)が定められた。原子力災害対策指針

では、 「住民等の被ばく線量を合理的に達成できる限り低くすると同時に、被ばくを直接の要因と

しない健康等への影響も抑えることが必要である。」と提言されている。このような考え方を実行

するためには、事故進展や住民居住地域の事故時の状態等の想定される状況に応じた事前の計画・

対策とそれらを確実に実行するための準備が大変重要であるが、そのためには想定されうる事故

シナリオと周辺環境の様々な条件によって、放射性物質による汚染の規模や状況はどの程度にな

るかをあらかじめ推定する必要がある。そのために、原子力施設等の安全性を確率を用いて定量

的に評価する確率論的リスク評価（Probabilistic Risk Assessment：以下、「PRA」という。）が用い

られる。 
 PRA は、レベル 1 から 3 までに区分され、レベル 1 では炉心損傷に至る事故のシナリオを同定

し，その発生頻度を評価する。これに続くレベル 2PRA ではレベル 1 で評価したシナリオとその

頻度を基にソースターム（環境中に放出される放射性物質の種類、性状、放出量、放出時期、放

出継続期間）を評価する。レベル 3 は、広い意味ではレベル 1 および 2 を含む敷地外のリスクの

定量化までのすべての評価プロセスを含むものであるが、本稿では敷地外に生ずる影響の評価と

して狭い意味としてレベル 3 を用いることにする。 
日本原子力研究開発機構では、PRA に関する技術基盤を開発する中で 1990 年代以降、レベル

3PRAに用いる確率論的事故影響評価コードシステム OSCAAR (Off-Site Consequence Analysis code 
for Atmospheric Release in reactor accident)2)の開発を進めてきた。OSCAAR では、レベル 2PRA から

求められた事故のソースタームを基に、サイトごとの過去の気象データを用いて放射性物質の放

出から移流・拡散・沈着の過程を計算し、放射性物質の環境中における広がりを評価する。その

結果を基に、外部被ばくおよび内部被ばくによる線量を求め、さらに健康リスクや寿命損失等の

健康影響や経済的な影響についても評価できる。また、事故発生時に実行される避難、屋内退避、

安定ヨウ素剤の服用、移転、食物摂取制限等の防護措置による線量低減効果を考慮した被ばく線

量評価を行うことができる。防護措置を線量や時間の条件に応じたタイミングで行うことができ、

防護措置をいつどのように実行するかを多角的に検討することができる。 
 本報告書では、OSCAAR 内で用いられている様々な評価モデルについて解説を行い、OSCAAR
のユーザーの理解を深める一助となることを目的とする。 
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2. OSCAAR コードシステムの概要 
 

OSCAAR は原子力発電所事故時の公衆被ばく線量および健康影響を確率論的に評価するための

レベル 3PRA コードとして 1990 年に旧日本原子力研究所（現日本原子力研究開発機構）によって

開発された 2)。現在もモデル等の開発・更新が行われている。 
 OSCAAR では、最初に、レベル 2PRA から得られたソースタームを基に、原子力発電所事故に

より環境中に放出された放射性物質の移流・拡散・沈着を評価し、次に被ばく線量の評価を行う。

得られた被ばく線量評価の結果から、健康影響を評価する。被ばく線量評価では、実際の原子力

発電所事故時に実施される防護措置を考慮した評価を行うことができる。 
 

3. OSCAAR の構成 
 

OSCAAR は異なる機能を持つ 6 つのモジュールから構成されている。ADD モジュールでは、

放射性物質の放出から移流・拡散・沈着の過程を計算し、空気中の放射性放射能濃度と沈着量を

算出することができる。ADD モジュールにより算出された濃度や沈着量を基に、EARLY モジュ

ールでは防護措置を行わない場合の早期被ばく線量を評価し、CHRONIC モジュールでは防護措

置を行わない場合の長期被ばく線量を評価する。防護措置を行った場合の被ばく線量は早期・長

期ともに PM モジュールで評価する。EARLY モジュール、CHRONIC モジュール、PM モジュー

ルで評価された被ばく線量を基に、HE モジュールで罹患や死亡等のリスクや寿命損失を評価し、

ECONO モジュールで経済的な損失を評価することができる。6 つのモジュールによる計算の流れ

を図 3.1 に示す。 
 

 
図図 3.1  OSCAAR ココーードドのの計計算算のの流流れれ 
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3.1. 入力と出力 
 OSCAAR の実行に必要なファイルは大きく分けて、入力ファイル、気象データファイル、サイ

トファイル、ライブラリファイルに分類される。入力ファイルには各モジュールの計算に必要な

パラメータが ADD、EARLY、CHRONIC、PM、HE、ECONO の順に書かれており、パラメータの

並び順は固定されている。 
気象データファイルは 6 種類あり、サイト気象、狭域気象、広域気象、降水量、一様気象、ユ

ーザーシーケンス気象に関するファイルが必要となる。サイト気象は放出点における風速ベクト

ル、降水量、大気安定度が 1 時間間隔で格納されている。狭域気象は放出点から 400km 四方程度

の範囲内の格子点における風速ベクトルと大気安定度が 1 時間間隔で格納されている。広域気象

は日本列島全土を覆う範囲の格子点における風速ベクトルが 3 時間間隔で気圧面ごとに格納され

ている。降水量は 2 次元極座標メッシュ状のデータが 1 時間間隔で格納されている。サイト気象、

狭域気象、広域気象、降水量の 4 データファイルは気象庁が提供する GPV データを基に作成され

る。一様気象での評価を行う場合は、一様気象データファイルに書かれた風向、風速、降水量、

大気安定度、混合層高さが読み込まれる。ユーザーシーケンス気象ファイルは時間ごとの風向、

風速、降水量、大気安定度、混合層高さをユーザーが任意に設定して評価を行う場合に使用する。 
サイトデータは人口データ、農畜産物生産量データ、農作物生産面積データ、家畜数データ、コ

ンクリート造建屋屋内退避場所および避難場所データ、避難移動データ、建蔽率データ、都道府

県コードデータ、経済データの 9 つがある。避難移動データ以外のサイトデータは 2 次元極座標

メッシュ状のデータが格納されている。 
気象データやサイトデータのほか、被ばく線量換算係数と核種データのライブラリデータファ

イル、健康影響評価に用いる定数データも OSCAAR の実行には必要である。 
積算被ばく線量や健康リスク等の計算結果は出力ファイルに出力される。出力項目はオプショ

ン選択によって設定することができる。オプション選択によって、1 時間ごとの被ばく線量や濃

度をファイル出力することもできる。 
 
3.2. 評価メッシュ 

OSCAAR における被ばく線量や健康影響の評価は放射性物質の放出点を中心とした 2 次元極座

標メッシュの各メッシュ中心で評価される。図 3.2に2次元極座標メッシュのイメージ図を示す。

極座標メッシュの大きさは放射性物質の拡散の度合いに応じて設定する必要がある。例えば、拡

散が進んでいない放出点近傍ではより小さく設定する必要がある。OSCAAR では、方位方向の間

隔は 32 分割に固定されているため、メッシュの大きさの調整は半径方向の間隔の調整によっての

み行うことができる。半径方向については間隔に加えて、分割数を主入力ファイルから設定する

ことができる。ただし、半径方向の分割数の最大値は 25 を上限としている。そのため、放出点近

傍では半径方向の間隔をより小さく設定する必要がある一方で、拡散が進んだ遠方になるに従い

半径方向の間隔を大きく設定するような工夫が必要となる。 
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図図 3.2  2 次次元元極極座座標標メメッッシシュュののイイメメーージジ 

 
3.3. 被ばく線量評価 
 ADD モジュールにより算出された空気中放射能濃度および地表面沈着量を基に、被ばく線量を

EARLY モジュール、CHRONIC モジュールおよび PM モジュールで評価する。評価できる被ばく

線量はモジュールによって異なっている。 
 EARLY モジュールでは、空気中に浮遊する放射性物質によるクラウドシャイン、地表面に沈着

した放射性物質によるグラウンドシャイン、空気中に浮遊する放射性物質の直接吸入および地表

面に沈着した放射性物質が再浮遊により空気中に浮遊した粒子の吸入による実効線量、ユーザー

が指定する臓器の等価線量および吸入による甲状腺等価線量を評価することができる。EARLY モ

ジュールでは、被ばく線量の積算期間は 1 年間であるが、クラウドシャインおよび直接吸入につ

いては放出開始から最大 7 日間を積算期間としている。 
 CHRONIC モジュールでは、放射性物質の放出開始から 1 年後以降の被ばく線量を評価してお

り、地表面に沈着した放射性物質によるグラウンドシャイン、地表面に沈着した放射性物質の再

浮遊の吸入、食物摂取による実効線量を評価することができる。 
  
3.4. 防護措置 
 PM モジュールで適用できる防護措置は早期と長期で異なっており、PM モジュールも 2 種類に

分かれている。放射性物質の放出から 1 年以内の期間を評価対象とする PM/EARLY では屋内退

避、安定ヨウ素剤服用、避難、移転を考慮することができる。この中で、屋内退避については線

量制限により実施するオプションを設定することができる。避難については、線量制限により実

施するオプションと空間線量率制限により実施するオプションを設定することができる。放射性
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物質の放出から 1 年以降を評価対象とする PM/CHRONIC では移転、食物摂取制限を考慮するこ

とができる。 
 
3.5. 健康影響 

HE モジュールでは被ばくによる健康影響を評価する。評価される健康影響は、被ばくした個人

に現れる身体的影響と子孫に現れる遺伝的影響に分けられる。身体的影響は被ばく後短期間にそ

の影響が現れる早期影響（早期死亡、早期罹患）と、被ばく後長期間を経てから発現する晩発性

影響（晩発性がん死、晩発性がん）に分類される。 
 
3.6. 経済影響 

ECONO モジュールでは防護措置を実施することにより生じるコストや経済損失を評価する。

評価されるコストは、人の移動に関するコスト、食物摂取制限に関するコスト、健康影響に関す

るコストの 3 つである。 
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4. 大気拡散計算 
 
4.1. 大気拡散計算の概要 
放射性物質が原子炉建屋や排気筒等の放出点から環境中へ放出された後、放射性物質は連続的

な煙のような形態（プルーム）として環境中を拡散しながら移流していく。ADD モジュールでは、

このような過程のモデルを用いて、放射性物質の空気中濃度や地表面への沈着量の空間的な分布

を時間ごとに求めている。古くから、大気拡散をガウス分布で表現した例は多く存在している 3, 4)。 
放射性物質の移流と拡散を表現するモデルとして、OSCAAR ではガウスパフモデルが用いられ

ている。ガウスパフモデルの概念図を図 4.1 に示す。ガウスパフモデルは本来、連続的なプルー

ムを離散的な複数のパフとして放出されていると仮定して、パフごとに移流・拡散を計算するモ

デルである。ガウスパフモデルを採用することによって、放出点周辺気象の空間的な変化を考慮

した計算が可能となる。プルームが移流していく過程で乾性沈着と湿性沈着によって地表面に放

射性物質が沈着する。沈着が生じると、プルーム自体から放射性物質が除去されるため、拡散や

物理崩壊に加えて、沈着によっても放射能濃度が減少していく。 
 

 

図図 4.1  ガガウウススパパフフモモデデルルのの概概念念図図 
 
4.2. ガウスパフモデル 
任意の評価点(x, y, z)における時刻 t における空気中放射能濃度χ(x, y, z, t) (Bq m-3)は 1 つのパフ

による空気中放射能濃度χi(x, y, z, t)を全放出パフ数 Npuff 分合算することによって次式のように算

出される。 
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𝜒𝜒𝜒𝜒(𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑦𝑦𝑦𝑦, 𝑧𝑧𝑧𝑧, 𝑡𝑡𝑡𝑡) = � 𝜒𝜒𝜒𝜒𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑦𝑦𝑦𝑦, 𝑧𝑧𝑧𝑧, 𝑡𝑡𝑡𝑡)

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝

𝑖𝑖𝑖𝑖

 (4.1) 

1 つのパフによる空気中放射能濃度は次式のように 3 次元ガウス分布として仮定される。 

𝜒𝜒𝜒𝜒𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑦𝑦𝑦𝑦, 𝑧𝑧𝑧𝑧, 𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙
1

2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟2
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒 �−

�𝑥𝑥𝑥𝑥𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑥𝑥�
2

+ �𝑦𝑦𝑦𝑦𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑦𝑦𝑦𝑦�
2

2𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟2
� ∙

1
√2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒 �−
�𝑧𝑧𝑧𝑧𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑧𝑧𝑧𝑧�

2

2𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧2
� (4.2) 

ここで、(xp,i, yp,i, zp,i)はパフの中心位置、σr とσz はそれぞれ水平方向と垂直方向の拡散パラメー

タ (m)を示す。Qi は 1 つのパフに含まれる放射能 (Bq)を示す。式(4.2)はプルームが地表や大気の

混合層に妨げられずに拡散が進む場合であるが、実際には地表や大気の混合層でプルームが反射

されるため、式(4.2)中の鉛直方向成分をψ(z)とすると、次式のように置き換えられる。 

𝜓𝜓𝜓𝜓(𝑧𝑧𝑧𝑧) =
1

√2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧
� �𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒 �−

1
2
�
𝑧𝑧𝑧𝑧 − ℎ + 2𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛

𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧
�
2

� + 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒 �−
1
2
�
𝑧𝑧𝑧𝑧 + ℎ + 2𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛

𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧
�
2

��
∞

𝑛𝑛𝑛𝑛=−∞

=
2

√2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒 �−

ℎ2

2𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧2
� 

(4.3) 

ここで、n は反射回数、H は混合層高さ(m)、h は放出高さ(m)を示す。式(4.3)で式(4.2)の鉛直方向

成分を置き換えると、次式のように書くことができる。 

𝜒𝜒𝜒𝜒𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑦𝑦𝑦𝑦, 𝑧𝑧𝑧𝑧, 𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙
1

2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟2
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒 �−

�𝑥𝑥𝑥𝑥𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑥𝑥�
2

+ �𝑦𝑦𝑦𝑦𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑦𝑦𝑦𝑦�
2

2𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟2
� ∙

2
√2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒 �−
�𝑧𝑧𝑧𝑧𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑧𝑧𝑧𝑧�

2

2𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧2
� (4.4) 

移流距離が十分に長く、鉛直方向の拡散が十分に進んだ場合、放射性物質が鉛直方向に対して均

一に分布しているとみなすことができ、式(4.2)は次式のようになる。 

𝜒𝜒𝜒𝜒𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑦𝑦𝑦𝑦, 𝑧𝑧𝑧𝑧, 𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙
1

2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟2
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒 �−

�𝑥𝑥𝑥𝑥𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑥𝑥�
2

+ �𝑦𝑦𝑦𝑦𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑦𝑦𝑦𝑦�
2

2𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟2
� ∙

1
𝑛𝑛𝑛𝑛

 (4.5) 

混合層高さは評価する気象によって、ユーザーが指定する場合と表 4.1 のように OSCAAR 内部で

設定されたで固定値を使用する場合がある。4.8 節で後述する一様気象とユーザーシーケンス気象

の場合はユーザーが混合層高さを指定し、それ以外では表 4.1 の設定が適用される。 
 

表表 4.1  大大気気安安定定度度ごごととのの混混合合層層高高ささ 

大気安定度 A B C D E F 

混合層高さ(m) 1600 1200 800 560 320 200 
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4.3. 拡散パラメータ 
ガウスパフモデルで使用している拡散パラメータは移流距離の増大に従い大きくなるとともに、

その増加率は大気安定度に依存する。拡散パラメータと距離の関係を大気安定度ごとにまとめた

データとして、Pasquill-Gifford 曲線 5)が最もよく知られている。Pasquill-Gifford 曲線をフィッティ

ングにより数値式として求めた文献として、Tadmor and Gur6)、Eimutis and Konicek7)、Martin and 
Tikvart8)等がある。OSCAAR では、拡散パラメータ算出式を以下に示す Type1 と Type2 の 2 種類

の式から選択することができる。 
Type1 の式は Eimutis and Konicek の文献から、以下の式を用いて拡散パラメータを算出してい

る。 

𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟 = 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑟𝑟𝑟𝑟𝑙𝑙𝑙𝑙𝑏𝑏𝑏𝑏𝑟𝑟𝑟𝑟 (4.6) 

𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧 = 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑧𝑧𝑧𝑧𝑙𝑙𝑙𝑙𝑏𝑏𝑏𝑏𝑧𝑧𝑧𝑧 + 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑧𝑧𝑧𝑧 (4.7) 

ここで、l はパフの移流距離(m)、ar、az、br、bz、czは定数であり、大気安定度および距離に応じて

表 4.2 の通りに与えられる。Type1 を選択した場合、これらの係数は固定値であり、ユーザーが変

更することはできない。 
 

表表 4.2  拡拡散散パパララメメーータタ計計算算のの定定数数 

 移流距離 (m) 
大気安定度 

A B C D E F 

ar - 0.3658 0.2751 0.2089 0.1471 0.1046 0.0722 

br - 0.9031 0.9031 0.9031 0.9031 0.9031 0.9031 

az 

x< 100 m 0.192 0.156 0.116 0.079 0.063 0.053 

100 m < x < 1000m 0.00066 0.0382 0.113 0.222 0.211 0.086 

1000m < x 0.00024 0.055 0.113 1.26 6.73 18.05 

bz 

x< 100 m 0.936 0.922 0.905 0.881 0.871 0.814 

100 m < x < 1000m 1.941 1.149 0.911 0.725 0.678 0.74 

1000m < x 2.094 1.098 0.911 0.516 0.305 0.18 

cz 

x< 100 m 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

100 m < x < 1000m 9.27 3,3 0.0 0.0 0.0 0.0 

1000m < x -9.6 2.0 0.0 -13.0 -34.0 -48.6 

 
Type2 では水平方向に対する式は Type1 と同じであるが、鉛直方向に対する式が次式の通りと

なり、Type1 とは異なる。 

𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧 = 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑧𝑧𝑧𝑧𝑙𝑙𝑙𝑙𝑏𝑏𝑏𝑏𝑧𝑧𝑧𝑧 (4.8) 

Type1 では鉛直方向に対する拡散計算のための係数が大気安定度と移流距離に応じて異なるの

に対し、Type2 では大気安定度のみに依存する。Type2 を選択した場合、式(4.6)および式(4.8)中の
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各係数はユーザーが設定する必要があり、例えば、Tadmor and Gur の文献値等を使用することが

可能である。 
実際の気象場では、大気安定度が時間ごとに変化していく。そのため、OSCAAR では、移流中

の大気安定度の変化に対応するため、式(4.6)～式(4.7)の微分値を逐次積算していく手法で拡散パ

ラメータを計算している。Type1 と Type2 いずれに対しても、それぞれの式の微分値は次式の通

りとなる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑙𝑙𝑙𝑙

= 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑟𝑟𝑟𝑟 ∙ 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑟𝑟𝑟𝑟𝑙𝑙𝑙𝑙𝑏𝑏𝑏𝑏𝑟𝑟𝑟𝑟−1 (4.9) 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑙𝑙𝑙𝑙

= 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑧𝑧𝑧𝑧 ∙ 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑧𝑧𝑧𝑧 ∙ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑏𝑏𝑏𝑏𝑧𝑧𝑧𝑧−1 (4.10) 

時間ステップ i の拡散パラメータ𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖と𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧,𝑖𝑖𝑖𝑖は次式の通りとなる。 

𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑟𝑟𝑟𝑟 ∙ 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑟𝑟𝑟𝑟∆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑏𝑏𝑏𝑏𝑟𝑟𝑟𝑟−1 + 𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖−1 (4.11) 

𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧,𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑧𝑧𝑧𝑧 ∙ ∆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑏𝑏𝑏𝑏𝑧𝑧𝑧𝑧−1 + 𝜎𝜎𝜎𝜎𝑧𝑧𝑧𝑧,𝑖𝑖𝑖𝑖−1 (4.12) 

ここで、∆𝑙𝑙𝑙𝑙は時間ステップで移動した距離(m)を示す。 
 
4.4. 沈着 

OSCAAR における放射性物質の沈着については、乾性沈着と湿性沈着を考慮している。沈着は

計算時間間隔ごとに計算している。沈着率の算出に関する係数は化学形態に応じて設定すること

ができ、化学形態ごとの沈着しやすさの違いを考慮することができる。 
 

4.4.1. 乾性沈着 
乾性沈着は重力沈降等による空気中の放射性物質の地表面への沈着を指す。乾性沈着率は地表

面における空気中放射能濃度に沈着速度𝑣𝑣𝑣𝑣𝑑𝑑𝑑𝑑 (m s-1)を乗じることにより求めることができる。ガウ

スパフモデルの場合、1 つのパフからの沈着率𝜔𝜔𝜔𝜔𝐷𝐷𝐷𝐷,𝑖𝑖𝑖𝑖  (Bq m-2 s-1)は次式のように計算できる。 

𝜔𝜔𝜔𝜔𝐷𝐷𝐷𝐷,𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥 𝑦𝑦𝑦𝑦, 𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑣𝑣𝑣𝑣𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝜒𝜒𝜒𝜒𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥, 𝑦𝑦𝑦𝑦, 0, 𝑡𝑡𝑡𝑡) (4.13) 

それぞれのパフからの沈着率を合算することによって任意の点における沈着率を算出することが

できる。また、乾性沈着による個々のパフからの放射能の減少率は次式のように表すことができ

る。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= −� � 𝜔𝜔𝜔𝜔𝐷𝐷𝐷𝐷,𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑦𝑦𝑦𝑦, 𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
∞

−∞

∞

−∞
 (4.14) 

式(4.14)を積分すると、次式のようになる。 

𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖,1
𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖,0

= 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝑣𝑣𝑣𝑣𝑑𝑑𝑑𝑑 ∙ 𝜓𝜓𝜓𝜓(0) ∙ ∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝐷𝐷𝐷𝐷) (4.15) 

ここで、𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖,0 と𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖,1 はそれぞれ沈着による放射性物質除去前後のパフ中放射能 (Bq)を示す。∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝐷𝐷𝐷𝐷 は
乾性沈着した期間 (s)を示す。 
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4.4.2. 湿性沈着 
湿性沈着は降水による放射性物質の空気中から地表面への沈着を指す。湿性沈着による沈着率

𝜔𝜔𝜔𝜔𝑃𝑃𝑃𝑃,𝑖𝑖𝑖𝑖 (Bq m-2 s-1)は単位時間当たりの空気中からの放射性物質の除去率であるウォッシュアウト係

数を用いて以下のように計算される。 

𝜔𝜔𝜔𝜔𝑃𝑃𝑃𝑃,𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑦𝑦𝑦𝑦, 𝑡𝑡𝑡𝑡) = Λ� 𝜒𝜒𝜒𝜒𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑦𝑦𝑦𝑦, 𝑧𝑧𝑧𝑧, 𝑡𝑡𝑡𝑡)
∞

0
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑧𝑧𝑧𝑧 = Λ ∙ 𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙

1
2𝜋𝜋𝜋𝜋𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟2

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒 �−
�𝑥𝑥𝑥𝑥𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑥𝑥�2 + �𝑦𝑦𝑦𝑦𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑦𝑦𝑦𝑦�2

2𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟2
� (4.16) 

ウォッシュアウト係数Λ (s-1)は降水量 R(mm h-1)から次式のように求めることができる。 

Λ = 𝐶𝐶𝐶𝐶1 ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝐶𝐶𝐶𝐶2 (4.17) 

 
ここで、𝐶𝐶𝐶𝐶1 (s-1) と𝐶𝐶𝐶𝐶2 (-) はそれぞれ化学形態に応じた定数である。 

また、湿性沈着による個々のパフからの放射能の減少率は次式のように表すことができる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= −Λ ∙ 𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖 (4.18) 

式(4.18)を積分すると、次式のようになる。 

𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖,1
𝑄𝑄𝑄𝑄𝑖𝑖𝑖𝑖,0

= 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒(−Λ ∙ ∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑃𝑃𝑃𝑃) (4.19) 

ここで、∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑃𝑃𝑃𝑃は乾性沈着した期間 (s)を示す。 
 
4.5. 放射性壊変 

原子炉内に内蔵された放射性核種は炉停止から放出までの間に炉内で放射性壊変する。その他、

放射性壊変はパフの移流中や沈着後の事故早期・長期においても考慮される。放射性壊変による

核種ごとの放射能は計算時間ステップごとに計算される。親核種と子孫核種の壊変後の放射能は

次式によって計算される。 

𝐴𝐴𝐴𝐴1 = 𝐴𝐴𝐴𝐴10 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝜆𝜆𝜆𝜆1 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡) (4.20) 

𝐴𝐴𝐴𝐴2 =
𝑓𝑓𝑓𝑓 ∙ 𝜆𝜆𝜆𝜆2
𝜆𝜆𝜆𝜆2 − 𝜆𝜆𝜆𝜆1

𝑁𝑁𝑁𝑁10[𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝜆𝜆𝜆𝜆1𝑡𝑡𝑡𝑡)− 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝜆𝜆𝜆𝜆2𝑡𝑡𝑡𝑡)] + 𝐴𝐴𝐴𝐴20 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝜆𝜆𝜆𝜆2𝑡𝑡𝑡𝑡) (4.21) 

ここで、A10 と A20 はそれぞれ壊変前の親核種と子孫核種の放射能 (Bq)を示す。A1 と A2 はそれ

ぞれ壊変後の親核種と子孫核種の放射能 (Bq)を示す。λ1とλ2 はそれぞれ親核種と子孫核種の壊変

定数 (s-1)、t は経過時間 (s)、f は分岐比 (-) を示す。 
 
4.6. 移流 

パフは風に乗って移流していくが、その中心位置は風速ベクトルを基に算出される。OSCAAR
では、鉛直方向のパフの中心位置は放出時の高さ h (m)で一定であり変化しない。一方、水平方向

には次式に従い変化する。 

∆𝑥𝑥𝑥𝑥𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑢𝑢𝑢𝑢 ∙ ∆𝑡𝑡𝑡𝑡 (4.22) 
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∆𝑦𝑦𝑦𝑦𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑣𝑣𝑣𝑣 ∙ ∆𝑡𝑡𝑡𝑡 (4.23) 

𝑧𝑧𝑧𝑧𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑖𝑖𝑖𝑖 = ℎ (4.24) 

ここで、u および v はそれぞれ東西方向と南北方向の速度ベクトル (m s-1)を示す。パフの中心位

置は任意の計算ステップ∆t ごとに更新される。 
 パフは任意の放出間隔で放出されるが、離散的なパフの放出で連続的なプルームを表現するた

めには、パフ同士の距離が離れすぎないように短い間隔で放出する必要がある。しかし、その場

合、非常に多くのパフについて計算を行わなければならず、計算コストが増大する。計算コスト

削減のため、OSCAAR では図 4.2 のように、位置(𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 ,𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖)を始点として移流したパフが時間ステッ

プ内で到達する位置 (𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖′,𝑦𝑦𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖′) の間を補完する補完用のパフで埋めることにより連続的な分布を表

現している。補完用パフの個数 Nspuff は次式のように設定される。 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑠𝑠𝑠𝑠𝑝𝑝𝑝𝑝𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = 10 ∙ ⌊∆𝑥𝑥𝑥𝑥 𝜎𝜎𝜎𝜎𝑟𝑟𝑟𝑟⁄ ⌋ + 1 (4.25) 

補完用のパフは等間隔で置かれ、放出パフの放射能 Qi (Bq)はそれぞれの補完用パフに均等に分配

される。また、拡散パラメータは補完用パフごとに移流距離に応じて計算される。パフを追跡す

る範囲は放出点からの距離を指定することで制限することができ、ユーザーが入力ファイルから

指定できる。 

 
図図 4.2  パパフフ補補完完のの概概念念図図 

 
4.7. プルームライズ 
プルームが浮力により放出高さよりも上昇する現象であるプルームライズを考慮することがで

きる。プルームライズによって増加する分の放出高さ∆h (m)を計算する式は大気安定度ごとに異

なる。大気安定度が A から D の場合、次式のように計算される 9, 10)。 

∆ℎ =
1.6𝐹𝐹𝐹𝐹

1
3 𝑙𝑙𝑙𝑙

2
3

𝑢𝑢𝑢𝑢�
 (4.26) 

一方、大気安定度が E と F の場合は次式のように計算される 9, 10)。 

∆ℎ = 2.6 �
𝐹𝐹𝐹𝐹
𝑢𝑢𝑢𝑢�𝑆𝑆𝑆𝑆
�
1
3
 (4.27) 
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ここで、𝑢𝑢𝑢𝑢�は放出点高さにおける風速 (m s-1)を示す。F はプルームの上昇流束 (m4 s-3)であり、プ

ルームの熱放出率 Q (W)から、次式のように求めることができる。 

𝐹𝐹𝐹𝐹 = 8.79 × 10−6 ∙ 𝑄𝑄𝑄𝑄 (4.28) 

S は安定度パラメータ (s-2)と呼ばれ、OSCAAR では、大気安定度ごとに固定値を使用している。

大気安定度 E では 0.000875、大気安定度 F では 0.00175 となっている。 
 
4.8. 気象データ 

3 章で述べた通り、OSCAAR では評価する気象の種類に応じて、6 種類の気象データを使い分

ける。 
一様気象（W_TYPE =1）の場合はユーザーが風向、風速、大気安定度、降水量、混合層高さの

一定値を入力する。一様気象では時間や場所に依らず一つの気象条件が継続する。ユーザーシー

ケンス気象（W_TYPE =2）の場合はユーザーが 1 時間ごとの風向、風速、大気安定度、降水量、

混合層高さの値を入力する。評価領域内の全ての場所で同一気象となるが、1 時間ごとに変化す

る。 
一様気象とユーザーシーケンス気象以外では、実際の気象観測データや気象庁から配信される

気象データを用いて、OSCAAR 用の気象データを作成する。具体的には、広域風速場データ、狭

域風速場データ、サイト気象データ、降水量データの 4 つである（表 4.3）。これらは、気象庁が

提供する数値予報の格子点データである GPV11, 12) データを基に、補助コード GPV2OSC13)を用い

て OSCAAR 用気象データを作成することができる。 
広域風速場データは、日本全土を覆う領域をカバーする風速場データであり、後述する狭域風

速場より外におけるパフの移流・拡散計算に使用される。広域風速場データファイルは GPV デー

タの気圧面物理量に基づいて GPV2OSC で作成される。データファイルには、3 時間ごとに、各格

子点の気圧面ごとの風速ベクトル（東西成分、南北成分の順。北向きおよび東向きが正）および

ジオポテンシャル高度が収められている。気圧面は GPV2OSC の入力作成時に選択可能であるが、

通常は 925hPa、850hPa、700hPa の 3 層を使用する。 
狭域風速場データは、サイトを中心とした約 400km 四方の領域を対象としており、この領域に

おけるパフの移流・拡散計算に使用される。GPV データの地上面物理量に基づいて作成された狭

域風速場データファイルには、1 時間ごとに、各格子点の地上 10m における風速ベクトルおよび

大気安定度が収められている。 
サイト気象データは、サイト近傍の解析に使用する風速ベクトル、大気安定度、降水量のデー

タである。風速ベクトルと大気安定度については最初の放出時の移流計算にのみサイト気象が使

用される。降水量については、降水量データ内で設定されているサイト気象データの適用範囲以

内ではサイト気象データの値が採用される。 
降水量データは、サイトを中心とした 2 次元極座標メッシュのデータである。データファイル

には 1 時間間隔で、サイト気象データの適用範囲以遠の 2 次元極座標メッシュにおける降水量が

収められている。 
OSCAAR の風速場データに使用する座標はアジアファインメッシュ (AFM)または正距方位図

法が用いられており、どちらを使用するかはユーザーにより選択される。 
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表表 4.3  OSCAAR 用用気気象象デデーータタフファァイイルルのの概概要要 

 
広域風速場データ 

狭域風速場 
データ 

サイト気象 
データ 

降水量データ 

座標系 直交座標系 直交座標系 1 点のみ 
2 次元極座標メッ

シュ ※1※2 

収録時間間

隔 
3 時間 1 時間 1 時間 1 時間 

収録データ 

・風速ベクトル

（気圧面ごと） 
・ジオポテンシャ

ル高度 

・風速ベクトル

（地上 10m の

値） 
・大気安定度 

・風速ベクトル 
・降水量 
・大気安定度 

・降水量 

使用条件 

・パフの中心が狭

域風速場外の時の

風速 
・狭域風速場にお

けるパフの平均輸

送風を求める際の

ジオポテンシャル

高度と大気安定度 

・パフの中心が

狭域風速場内の

時の風速 

・パフの放出時

の風速およびサ

イト気象データ

の適用範囲以内

の湿性沈着量評

価の場合の降水

量。なお

W_TYPE= 1, 
W_TYPE=2 の場

合は、全範囲の

湿性沈着量評価

に本データが使

用される。 

・サイト気象デ

ータの適用範囲

以遠の地表面へ

の湿性沈着量の

計算に使用 
 

※1 2 次元極座標メッシュは、ほかの人口データ、農畜産物データ、避難関連データ、評価メッシュ

の方位・距離分割数と一致している必要あり。 

※2 空気中濃度および地表濃度を計算するポイントは、2 次元極座標メッシュ上の方位・距離で定め

たエリアごとの評価点であり、それぞれに平均降水量が計算される。 

 

OSCAAR 用気象データを作成する支援コード GPV2OSC は、メソ数値予報モデル（MSM ：Meso 
Scale Model）の GPV データを使用する。また、2007 年 11 月で配信が停止された領域数値予報モ

デル（RSM ：Regional Spectral Model）も使用できる。表 4.4 にメソ数値予報モデル GPV データの

概要を示す。なお、OSCAAR 気象データ作成のための補助コードでは、15 時間予報のデータのみ

が使用される。 
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表表 4.4  メメソソ数数値値予予報報モモデデルル GPV デデーータタのの概概要要 
(気気象象庁庁 12), 気気象象業業務務支支援援セセンンタターー11)かからら引引用用) 

初期値 00, 03, 06, 09, 12, 15, 18, 21UTC (1 日 8 回) 

予報時間 15 時間 (全ての初期値) 
33 時間 (初期値が 03, 09, 15, 21UTC の場合) 
39 時間 (初期値が 03, 06, 09, 15, 18, 21UTC の場合) 
51 時間 (初期値が 00, 12UTC の場合) 

 予報間隔は、地上は 1 時間、気圧面は 3 時間 

データフォーマット GRIB2 (国際気象通報式 FM92 GRIB) 

配信領域 北緯 47.6 度、東経 120 度を北西端 
北緯 22.4 度、東経 150 度を南東端 

格子系 等緯度等経度 
地上面：緯度 0.05 度×経度 0.0625 度 (格子数 481×505) 
気圧面：緯度 0.1 度×経度 0.125 度 (格子数 241×253) 

 ＊UTC:協定世界時 (日本時間は UTC+9(時間)) 
 

GPV における二次元風速ベクトルは、各格子点における東西方向の成分を u 成分、南北方向の

成分を v 成分として、北向きおよび東向きを正として表現されている。ただし、投影変換により、

基準点以外で真北および真東の方向と座標軸の方向がずれてしまうため、x 軸と u 成分の方向、

y 軸と v 成分の方向が一致しなくなる。そこで、風速ベクトルの長さを保存しながら、以下のよ

うに方向を補正する。 

𝑢𝑢𝑢𝑢′ = �𝑢𝑢𝑢𝑢2 + 𝑣𝑣𝑣𝑣2 ∙ cos𝜃𝜃𝜃𝜃 (4.29) 

𝑣𝑣𝑣𝑣′ = �𝑢𝑢𝑢𝑢2 + 𝑣𝑣𝑣𝑣2 ∙ sin𝜃𝜃𝜃𝜃 (4.30) 

𝜃𝜃𝜃𝜃 = �tan−1
𝑣𝑣𝑣𝑣
𝑢𝑢𝑢𝑢
� ∙

180
𝜋𝜋𝜋𝜋

+ 𝜆𝜆𝜆𝜆 − 𝜆𝜆𝜆𝜆0 (4.31) 

ここで、u は風速ベクトルの東西成分(m s-1)、v は風速ベクトルの南北成分(m s-1)を示す。λ0 は基

準点の経度（度）を示し、正距方位図法の場合は対象サイトの経度、AFM の場合は 140 度となる。

λは対象とする点の経度（度）を示す。補正後の風速ベクトルの東西成分(m s-1)は u’、南北成分(m 
s-1)は v’を示す。図 4.3 に広域風速場と狭域風速場の格子網の例を示す。 
 ガウスパフモデルにおけるパフの移流計算には、放出点高さにおける風速ベクトルが必要とな

る。しかし、サイト気象データや狭域気象データに格納されている風速ベクトルの観測高さは必

ずしも放出高さと一致するとは限らないため、それぞれの観測点での風速ベクトルから放出高さ

における風速ベクトルを推定する必要がある。 
放射性物質が放出されて最初の時間ステップではサイト気象が用いられるが、観測高さ hob (m)

で観測されたサイト気象の風速ベクトル𝑉𝑉𝑉𝑉𝑜𝑜𝑜𝑜𝑏𝑏𝑏𝑏������⃗  (m s-1)から放出高さ h (m)の風速ベクトルへ𝑉𝑉𝑉𝑉�⃗は次式

を用いて求められる。 

𝑉𝑉𝑉𝑉�⃗ = 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑜𝑜𝑜𝑜𝑏𝑏𝑏𝑏������⃗ �
ℎ
ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑏𝑏𝑏𝑏

�
𝑝𝑝𝑝𝑝

 (4.32) 
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ここで、p は大気安定度と地面粗度に応じた係数 (-) である。OSCAAR では表 4.5 の値が用いら

れている。ただし、一様気象とユーザーシーケンス気象の場合、べき乗測は適用されない。 
 

表表 4.5  風風速速ののべべきき乗乗測測のの指指数数 

大気安定度（6 分類） A B C D E F 

p 0.12 0.12 0.15 0.22 0.33 0.56 

 
 サイト気象の風速ベクトルが採用される最初の計算ステップ以降では、狭域気象と広域気象の

位置と時間に対する内挿値からパフの中心位置とその時刻における風速ベクトルを算出する。最

初に、風速ベクトルを取得したい時刻を t、位置を(xw, yw)とする。位置(xw, yw)を囲む最近傍の点の

座標をそれぞれ(x1, y1)、(x1, y2)、(x2, y1)、(x2, y2)とし、各点の風速を v (m s-1) とする。各点の位置

関係を図 4.4 に示す。また、時刻 t の前後の気象データ観測時刻を t1 と t2 とする。時刻 t1 におけ

る(xw, yw)における風速を v(t1, xw, yw)は近傍点 4 点での風速の内挿値から以下のように求められる。 

𝑣𝑣𝑣𝑣(𝑡𝑡𝑡𝑡1,𝑥𝑥𝑥𝑥𝑤𝑤𝑤𝑤 ,𝑦𝑦𝑦𝑦𝑤𝑤𝑤𝑤) = 𝑣𝑣𝑣𝑣(𝑡𝑡𝑡𝑡1,𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑦𝑦𝑦𝑦1) �
∆𝑥𝑥𝑥𝑥1
∆𝑥𝑥𝑥𝑥

� �
∆𝑦𝑦𝑦𝑦1
∆𝑦𝑦𝑦𝑦

� + 𝑣𝑣𝑣𝑣(𝑡𝑡𝑡𝑡1,𝑥𝑥𝑥𝑥1,𝑦𝑦𝑦𝑦2) �
∆𝑥𝑥𝑥𝑥1
∆𝑥𝑥𝑥𝑥

� �
∆𝑦𝑦𝑦𝑦2
∆𝑦𝑦𝑦𝑦

�

+ 𝑣𝑣𝑣𝑣(𝑡𝑡𝑡𝑡1,𝑥𝑥𝑥𝑥2,𝑦𝑦𝑦𝑦1) �
∆𝑥𝑥𝑥𝑥2
∆𝑥𝑥𝑥𝑥

��
∆𝑦𝑦𝑦𝑦1
∆𝑦𝑦𝑦𝑦

� + 𝑣𝑣𝑣𝑣(𝑡𝑡𝑡𝑡1,𝑥𝑥𝑥𝑥2, 𝑦𝑦𝑦𝑦2) �
∆𝑥𝑥𝑥𝑥2
∆𝑥𝑥𝑥𝑥

� �
∆𝑦𝑦𝑦𝑦2
∆𝑦𝑦𝑦𝑦

� 
(4.33) 

ここで、Δx、Δx1、Δx2、Δy、Δy1、Δy2はそれぞれ図 4.4 に示す通り、点(xw, yw)とその近傍 4
点間の x 方向および y 方向の距離を示す。式(4.33)と同様に時刻 t2 についても同様の計算を行い、

最後に時刻に対しての内挿を次式の通り行う。 

𝑣𝑣𝑣𝑣(𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑤𝑤𝑤𝑤 ,𝑦𝑦𝑦𝑦𝑤𝑤𝑤𝑤) =
𝑣𝑣𝑣𝑣(𝑡𝑡𝑡𝑡1,𝑥𝑥𝑥𝑥𝑤𝑤𝑤𝑤 ,𝑦𝑦𝑦𝑦𝑤𝑤𝑤𝑤) ∙ (𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑡𝑡𝑡𝑡1) + 𝑣𝑣𝑣𝑣(𝑡𝑡𝑡𝑡2,𝑥𝑥𝑥𝑥𝑤𝑤𝑤𝑤 ,𝑦𝑦𝑦𝑦𝑤𝑤𝑤𝑤) ∙ (𝑡𝑡𝑡𝑡2 − 𝑡𝑡𝑡𝑡)

𝑡𝑡𝑡𝑡2 − 𝑡𝑡𝑡𝑡1
 (4.34) 

式(4.33)および(4.34)の通りの内挿を狭域気象データの風速ベクトルと大気安定度、広域気象デー

タの風速ベクトルと気圧面高度に対して計算する。広域気象データは広域気象データファイルに

格納されている気圧面数に応じて、複数の気圧面に対してそれぞれ風速ベクトルの計算を行う。

例えば、広域気象データに 925 h Pa、850 h Pa、700 h Pa の3気圧面のデータが格納されている場合

は、式(4.33)と式(4.34)から得られた狭域気象データの風速ベクトル vl (m s-1)と広域気象データの 3
気圧面の風速ベクトル（v2、v3、v4）から次式のように重みづけ平均を行うことにより放出高さに

おける風速ベクトルを算出する。 

𝑣𝑣𝑣𝑣𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑤𝑤𝑤𝑤 ,𝑦𝑦𝑦𝑦𝑤𝑤𝑤𝑤) =
∑ (𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝑣𝑣𝑣𝑣𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝜓𝜓𝜓𝜓𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑧𝑧𝑧𝑧𝑖𝑖𝑖𝑖) ∙ 𝑛𝑛𝑛𝑛𝑖𝑖𝑖𝑖)4
𝑖𝑖𝑖𝑖=𝑖

∑ (𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝜓𝜓𝜓𝜓𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑧𝑧𝑧𝑧𝑖𝑖𝑖𝑖) ∙ 𝑛𝑛𝑛𝑛𝑖𝑖𝑖𝑖)4
𝑖𝑖𝑖𝑖=𝑖

 (4.35) 

ここで、各パラメータの添え字が 1 の場合は狭域気象データに関する値を示しており、添え字が

2、3、4 の場合はそれぞれ広域気象データの 925 h Pa、850 h Pa、700 h Pa の気圧面に関する値を示

している。Z は地上観測高さ（10 m）と気圧面高度(m)を示す。ψは式(4.3)から得られる地上観測高

さ zl (m)および各気圧面高度におけるパフの鉛直方向濃度分布を示している。地上観測高さまたは

気圧面高度が混合層高さを超えない場合は f が 1、超える場合は 0 となる。 
H1、H2、H3、H4 はそれぞれ観測高度または気圧面高度の間隔(m)を示しており、以下のように計算

される。 
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𝑛𝑛𝑛𝑛𝑖𝑖𝑖𝑖 = ∆ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖+1 + ∆ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖 (4.36) 

ここで、Δhi は条件によって以下のように求められる。 

∆ℎ1 = 𝑧𝑧𝑧𝑧1 (i=1) 
∆ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖 = (𝑧𝑧𝑧𝑧𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝑧𝑧𝑧𝑧𝑖𝑖𝑖𝑖−1) 2.0⁄  (zi+1 < H) 
∆ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝑧𝑧𝑧𝑧𝑖𝑖𝑖𝑖 (zi+1 > H) 

  
(4.37) 

H およびΔh の概念図を図 4.5 に示す。図 4.5 は 700 h Pa の気圧面高度が混合層高さを超えた場

合の例であり、この場合では(4.35)における f4は 0 となる。 
 広域気象データの気圧面および気圧面数は広域気象データを作成する際にユーザーによって任

意に設定されるものである。 
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図図 4.3  広広域域風風速速場場(上上図図)おおよよびび狭狭域域風風速速場場(下下図図)のの格格子子網網のの例例 
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図図 4.4  気気象象デデーータタのの位位置置内内挿挿のの概概念念図図 

 

 

図図 4.5  風風速速ベベククトトルル算算出出にに使使用用すするるパパララメメーータタのの概概念念図図 
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5. 早期被ばく線量評価 
 
放出開始から 1 年以内の被ばく線量を早期被ばく線量と呼び、OSCAAR では EARLY モジュー

ルで評価を行う。早期被ばく線量評価では、 
・ 大気中の放射性物質からの外部被ばく（以下、「クラウドシャイン」という。） 
・ 地表に沈着した物質からの外部被ばく（以下、「グラウンドシャイン」という。） 
・ 空気中に浮遊した放射性物質の吸入による内部被ばく（以下、「直接吸入」という。） 
・ 地表に沈着した粒子が再浮遊することにより空気中を浮遊する放射性物質の吸入による内部

被ばく（以下、「再浮遊吸入」という。） 
の 4 つの被ばく経路を考慮している。各被ばく経路に対する被ばく評価は表 5.1 のように放出開

始から 1 年間を 7 つの期間に分けて評価している。 
 

表表 5.1  早早期期被被ばばくく評評価価期期間間 

Index 期間 (日) 

1 0～1 

2 1～7 

3 7～14 

4 14～21 

5 21～30 

6 30～200 

7 200～365 

 
5.1. 被ばく経路ごとの線量評価方法 
5.1.1. クラウドシャイン 
クラウドシャインによる時間∆𝑡𝑡𝑡𝑡 (s) における臓器 k の外部被ばく量 DCLD,k (Sv)は、次式のよう

に地表面における空気中放射能濃度に線量換算係数を乗じることにより算出される。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐷𝐷𝐷𝐷,𝑘𝑘𝑘𝑘 = ��(𝐴𝐴𝐴𝐴𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹∞𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑘𝑘)
𝑁𝑁𝑁𝑁𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=0

� ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐶𝐶𝐶𝐶 (5.1) 

ここで、ACiは核種 i の時間積算された地表面における空気中放射能濃度 (Bq s m-3)、𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹∞𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑘𝑘は核

種 i の臓器 k に対するクラウドシャインの線量換算係数 ((Sv s-1)(Bq m-3)-1)、𝑁𝑁𝑁𝑁𝑛𝑛𝑛𝑛は評価核種数を指

す。𝑆𝑆𝑆𝑆𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐶𝐶𝐶𝐶はクラウドシャインに対する遮へい係数であり、次式のように求めることができる。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐶𝐶𝐶𝐶 = 𝑇𝑇𝑇𝑇𝐹𝐹𝐹𝐹𝑂𝑂𝑂𝑂 +  (1 − 𝑇𝑇𝑇𝑇𝐹𝐹𝐹𝐹𝑂𝑂𝑂𝑂) ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑐𝑐𝑐𝑐 (5.2) 

ここで、𝑇𝑇𝑇𝑇𝐹𝐹𝐹𝐹𝑂𝑂𝑂𝑂は屋外滞在割合、𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝐶𝐶𝐶𝐶はクラウドシャインの被ばく低減係数を指す。 
クラウドシャインによる被ばく線量の計算では放射性物質が空気中の半無限空間に一様の濃度

で存在するとするサブマージョンモデル 14)での評価を採用している。線量換算係数は ICRP 
Publ.14414)の核種別、年齢別、性別の値から、入力ファイルで設定した条件の値を用いている。 
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5.1.2. グラウンドシャイン 
地表面に沈着した放射性物質からの時間∆𝑡𝑡𝑡𝑡  (s) におけるグラウンドシャインによる外部被ばく

量 DGRD,k (Sv)は、無限平面に一様に放射性物質が分布していると仮定したモデル 14)を用いる。グ

ラウンドシャインに対する線量換算係数は、このモデルを仮定して計算された値を用いた。計算

式を以下に示す。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐷𝐷𝐷𝐷,𝑘𝑘𝑘𝑘 = ��(𝐺𝐺𝐺𝐺𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑘𝑘 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝜆𝜆𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ ∆𝑡𝑡𝑡𝑡))
𝑁𝑁𝑁𝑁𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1

� ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐺𝐺𝐺𝐺 ∙ ∆𝑡𝑡𝑡𝑡 (5.3) 

ここで、𝐺𝐺𝐺𝐺𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖は核種 i の地表面沈着量 (Bq m-2)、λiは核種 i の物理減衰に対する壊変定数 (sec-1)、∆𝑡𝑡𝑡𝑡
は沈着からの経過時間 (s) 、𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑘𝑘は核種 i、臓器 k に対するグラウンドシャインの線量換算係数 
((Sv s-1)(Bq m-2))-1 を指す。𝑆𝑆𝑆𝑆𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐺𝐺𝐺𝐺はグラウンドシャインに対する遮へい係数であり、式(5.2)と同じ

式で算出することができる。ただし、グラウンドシャインに対する被ばく線量低減係数𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝐺𝐺𝐺𝐺 に
置き換える必要がある。グラウンドシャインの被ばく線量換算係数はクラウドシャインと同様に

ICRP Publ.14414)の核種別、年齢別、性別の値から、入力ファイルで設定した条件の値を用いてい

るが、地中の放射性物質の深度分布は最も安全側となる平面線源、深度 0 m に対する値を用いて

いる。 
 
5.1.3. 直接吸入 
プルームの通過中など、大気中に浮遊している放射性物質を時間 ∆𝑡𝑡𝑡𝑡 (s) の間に吸入したことに

よる内部被ばく線量 DINH,k (Sv)は次式で表される。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝑘𝑘𝑘𝑘 = ���(𝐴𝐴𝐴𝐴𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑘𝑘𝑖𝑖𝑖𝑖)
𝑁𝑁𝑁𝑁𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1

7

𝑖𝑖𝑖𝑖=1

� ∙ 𝐵𝐵𝐵𝐵𝑅𝑅𝑅𝑅 ∙ 𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷 (5.4) 

ここで、𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑘𝑘𝑖𝑖𝑖𝑖は核種 i、臓器 k、評価期間ｊに対する内部被ばく線量換算係数 (Sv Bq-1)、BR は呼

吸率 (m3 sec-1)、FI はフィルター係数 (-)を示す。フィルター係数とは、建物のフィルター効果に

よって、吸入による放射性物質の摂取量の低減が図れ、内部被ばく線量が低減できる効果を示す

ものであり、屋外滞在時では 1 となる。 
内部被ばくの線量評価に使用する線量換算係数は、計算コード DSYS15)であらかじめ計算した

値を用いる。DSYS は体内代謝モデル等から得られる放射性物質の単位摂取量当たりの線量を計

算するための支援コードであり、OSCAAR ではあらかじめ DSYS の計算結果を核種ごと、臓器ご

と、年齢ごと、性別ごと、預託期間ごとに線量換算係数のデータベースとして備え、それを計算

に用いている。放射性物質の吸収は化学形態によって異なり、FAST (F)、MODERATE (M)、SLOW 
(S)の 3 タイプに分類される。DSYS では、ICRP Pub.6816)を参考に元素ごとの吸収タイプを表 5.2
のように設定している。DSYS を使用して整備された内部被ばく線量換算係数のライブラリの概

要を表 5.3 に示す。なお、内部被ばく線量換算係数ライブラリに収録されている値は、早期被ば

く線量評価と長期被ばく線量評価共通で使用する。OSCAAR の内部被ばく線量換算係数ライブラ

リには 0 日から預託期間までの積算された預託線量換算係数が収録されている。 
後述する健康影響評価では、ある特定の期間における預託線量の寄与を考慮する必要があるた

め、ある期間における内部被ばく線量を計算する際には、OSCAAR 内部で線量換算係数の差分値
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を用いて各期間における内部被ばく線量を計算する処理を行っている。なお、50 年預託線量を出

力しているテーブルはその限りではない。 
（例）：7 日間預託線量＝0～1 日間の預託線量＋1 日～7 日間の預託線量 
 

表表 5.2  内内部部被被ばばくく線線量量換換算算係係数数のの元元素素別別吸吸収収タタイイププ 

元素 タイプ 

Co S 

Rb F 

Sr F 

Y S 

Zr M 

Nb S 

Mo S 

Tc M 

Ru S 

Rh S 

Sb M 

Te M 

I F 

Cs F 

Ba F 

La M 

Ce S 

Pr S 

Nd S 

Np M 

Pu S 

Am M 

Cm M 

F:FAST、M:MODERATE、S:SLOW 
 
 
 
 
 
 

- 21 -

JAEA-Data/Code 2025-015



 

表表 5.3  内内部部被被ばばくく線線量量換換算算係係数数ののラライイブブララリリのの概概要要 

条件 内容 

核種 60 核種（各核種の吸収タイプは、表 5.2 参照） 

年齢、性別 3 か月、1 歳、5 歳、10 歳、15 歳、成人の各男女 

臓器 胃、小腸、大腸下部、肺、胸、卵巣、赤色骨髄、皮膚、睾丸、甲状

腺、子宮、骨、脳、実効線量、副腎、膀胱、食道、大腸上部、結

腸、腎臓、肝臓、筋肉、膵臓、気道、脾臓、胸腺、その他の臓器 

収録預託期間 ・吸入被ばく 
0～1 日、1～7 日、7～14 日、14～21 日、21～30 日、30～200 日、

200～365 日 
1 年以降は 1 年刻み 
・経口摂取被ばく 
1 年から 1 年刻み 
・最大預託期間（吸入被ばく、経口摂取被ばく共通） 
90 年(3 か月)、85 年(5 歳)、80 年(10 歳)、75 年(15 歳)、70 年（成

人） 

 
5.1.4. 再浮遊吸入 
地表面に沈着した放射性物質が風等で再度大気中に浮遊し、それを吸入することで内部被ばく

が生じる。再浮遊した放射性物質の空気中放射能濃度は地表面沈着量に再浮遊係数を乗じること

により求めることができる。再浮遊係数は沈着からの経過時間によって変化する。沈着からの経

過時間𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖から∆𝑡𝑡𝑡𝑡の期間における核種 i の再浮遊係数𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖(s m-1)は次式のように求められる。 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖 = � 𝑒𝑒𝑒𝑒−𝜆𝜆𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡 ∙ �𝑘𝑘𝑘𝑘1,𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒−𝜆𝜆𝜆𝜆𝑟𝑟𝑟𝑟1,𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑘𝑘𝑘𝑘2,𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒−𝜆𝜆𝜆𝜆𝑟𝑟𝑟𝑟2,𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑘𝑘𝑘𝑘3,𝑖𝑖𝑖𝑖�𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡
𝑡𝑡𝑡𝑡𝑗𝑗𝑗𝑗+∆𝑡𝑡𝑡𝑡

𝑡𝑡𝑡𝑡𝑗𝑗𝑗𝑗
 (5.5) 

ここで、λiは核種 i の放射壊変による減衰定数(y-1)、k1,i、k2,i は核種 i の再浮遊係数の短期、中期の

減衰項の初期値(m-1)を指す。k3,i は核種 i の再浮遊係数の長期の減衰の定数項(m-1)を指す。λ1,iおよ

び λ2,iは核種 i の再浮遊係数の短期および中期の減衰項の減衰定数(y-1)を指す。 
式(5.6)に使用される再浮遊係数計算のための係数はユーザーが入力ファイルにて指定するが、一

例を表 5.4 に示す。 
時刻𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖から∆𝑡𝑡𝑡𝑡の期間における再浮遊による吸入被ばく線量は次式のように求められる。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐺𝐺𝐺𝐺𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅,j = ���(𝐺𝐺𝐺𝐺𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖) ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘𝑘𝑘𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖)
𝑁𝑁𝑁𝑁𝑛𝑛𝑛𝑛

𝑖𝑖𝑖𝑖=1

7

𝑘𝑘𝑘𝑘=1

� ∙ 𝐵𝐵𝐵𝐵𝑅𝑅𝑅𝑅 ∙ 𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷 (5.6) 

ここで、GCi は核種 i の地表面濃度(Bq m-2)、RES は核種 i の再浮遊係数(s m-1)を指す。i は預託期

間分類を示しており、表 5.3 に示す 7 期間である。 
 早期被ばく線量評価における再浮遊吸入の被ばく線量は、沈着開始を起点として、計算ステッ

プである∆𝑡𝑡𝑡𝑡を 1 時間として計算される。評価期間はユーザーにより指定されるパフの移流を計算

する最大時間である TMAXPUF のステップ数分計算され、評価期間合計の再浮遊吸入被ばく線量

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐺𝐺𝐺𝐺𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅(Sv)は次式のように求められる。 
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𝐷𝐷𝐷𝐷𝐺𝐺𝐺𝐺𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 = � 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐺𝐺𝐺𝐺𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅,j

𝑇𝑇𝑇𝑇𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑀𝑀𝑀𝑀

𝑖𝑖𝑖𝑖=0

 (5.7) 

 
表表 5.4  再再浮浮遊遊係係数数のの減減衰衰項項 

文献 
k1 

(m-1) 
k2 

(m-1) 
k3 

(m-1) 
λr1 

(y-1) 
λr2 

(y-1) 

Linsley (1978)17)  10-6 - 10-9 10-2 - 

Lassey (1980)18)  9.0×10-5 10-5 10-9 5.75 6.8×10-1 

高原 (2016)19)  2.1×10-5 2.3×10-8 9.0×10-10 25.05 2.91 
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6. 長期被ばく線量評価 
 
長期被ばく線量評価では、大気拡散計算で計算された地表面への放射性物質の沈着量に基づい

て、個人あるいは集団に対する長期被ばく線量を評価する。評価される被ばく経路は 
・ 地表に蓄積した放射性物質からのグラウンドシャイン 
・ 地表から再浮遊した放射性物質の吸入による内部被ばく 
・ 農作物や牧草への直接沈着および根からの吸収により汚染された食物の摂取による内部被ばく 
の 3 経路を評価する。評価期間は表 6.1 に示す通りである。 
 

表表 6.1  長長期期被被ばばくく線線量量評評価価のの評評価価期期間間 
P 1 2 … 99 100 101 

期間（y） 0～1 1～2 … 98～99 99～100 100～∞ 
 
6.1. グラウンドシャイン 
グラウンドシャインの計算では、早期被ばく線量評価の場合と同様に無限平面に一様に放射性

物質が分布していると仮定したモデルが用いられている。長期被ばく線量評価においては、さら

に土壌中への放射性物質の浸透および降雨等による地表面流亡による減衰の効果 （ウェザリング）

を、2 つの指数関数の和と定数項からなる減衰モデル 20, 21)で考慮している。評価期間 P （放出を起

点とする時間 t1,P 年から t2,P 年）、臓器 L、核種 i のグラウンドシャインによる外部被ばく線量

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐷𝐷𝐷𝐷,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝐶𝐶𝐶𝐶
𝑃𝑃𝑃𝑃 (Sv)は、次式で計算する。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐷𝐷𝐷𝐷,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝐶𝐶𝐶𝐶
𝑃𝑃𝑃𝑃 = 𝑆𝑆𝑆𝑆𝐹𝐹𝐹𝐹 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐺𝐺𝐺𝐺𝑖𝑖𝑖𝑖,𝐶𝐶𝐶𝐶 ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖 �  𝑒𝑒𝑒𝑒−𝜆𝜆𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡�𝑑𝑑𝑑𝑑1 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒−𝜆𝜆𝜆𝜆1𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑑𝑑𝑑𝑑2 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒−𝜆𝜆𝜆𝜆2 𝑡𝑡𝑡𝑡�𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

𝑡𝑡𝑡𝑡2,𝑃𝑃𝑃𝑃

𝑡𝑡𝑡𝑡1,𝑃𝑃𝑃𝑃

 (6.1) 

ここで、SF はグラウンドシャインに対する遮へい係数 (-)、DFGi,Lは臓器 L に対する核種 i のグラ

ウンドシャイン線量換算係数 （(Sv y-1)(Bq m-2)-1）、SDi は核種 i の初期沈着量(Bq m-2)、λiは核種 i の
放射壊変による減衰定数(y-1)、d1 はウェザリングによる早期（約 200 日）の減衰項の重み (-)、d2

はウェザリングによる後期（約 90 年）の減衰項の重み (-) (d1,i+d2,i=1)、λ1 はウェザリングによる

早期の減衰項の減衰定数 (y-1)、λ2 はウェザリングによる後期の減衰項の減衰定数(y-1)を指す。ウ

ェザリングによる減衰係数は半減期 Tj (y)を用いて次式の通り求められる。 

𝜆𝜆𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖 = ln (2) 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖⁄  (6.2) 

式(6.1)に使用される各係数の例として表 6.2 に示す値が挙げられる。 
 

表表 6.2  ウウェェザザリリンンググにに関関わわるる係係数数例例 

 d1 d2 T1 (y) T2 (y) 

Gale ら 21) 0.63 0.37 0.61 92 

NUREG/CR-455122) 0.5 0.5 0.5 90 
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6.2. 再浮遊吸入 
長期被ばく線量評価における再浮遊吸入被ばく線量の計算方法は 5.1.4 項に記述した早期被ば

く線量評価における場合と同じである。ただし、評価の起点は放射性物質の沈着終了後であり、

積算時間ステップ∆𝑡𝑡𝑡𝑡は 1 年となり、評価年数分積算する。  
 
6.3. 食物摂取 

食物摂取による被ばく評価の際に考慮する放射性物質の移行経路として、放射性物質が直接沈

着した食物や牧草に起因するものと地表面に沈着した放射性物質を根から吸収（以下、 「経根吸収」

という。）した野菜等の食物や牧草に起因するものに分けられる。直接沈着した放射性物質による

移行と経根による移行の概念図を図 6.1 と図 6.2 に示す。直接沈着による移行は以下の①と②、

経根による移行は③と④によるものが考慮される。 
① 放射性物質が直接沈着した可食植物（葉物野菜、根菜、穀物）を人が摂取 
② 放射性物質が直接沈着した牧草を摂取した牛の肉や牛乳および牛乳により製造された乳製

品を人が摂取 
③ 地表面に沈着した放射性物質を可食植物 （葉物野菜、根菜、穀物）が根から吸収し、それら

を人が摂取 
④ 地表面に沈着した放射性物質を牧草が根から吸収し、それらを摂取した牛の肉や牛乳およ

び牛乳により製造された乳製品を人が摂取 

 

図図 6.1  直直接接沈沈着着にによよるる放放射射性性物物質質のの移移行行概概念念図図 
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図図 6.2  経経根根吸吸収収にによよるる放放射射性性物物質質のの移移行行概概念念図図 

 
6.3.1. 食物摂取による被ばく線量評価 
 汚染した食物を摂取することによる食物ごとの放射性物質の移行経路 K、臓器 L、核種 i に対す

る個人内部被ばく線量𝐷𝐷����,�,�(Sv)は次式の通り求められる。 

𝐷𝐷����,�,� � 𝐷𝐷𝐷𝐷����,�,� ∙ 𝑄𝑄����,�,� (6.3) 

ここで、𝐷𝐷𝐷𝐷����,�,� は線量換算係数(Sv Bq-1)、𝑄𝑄����,�,� は摂取した放射性物質の放射能(Bq)である。𝑄𝑄����,�,�

は地表面沈着量I, (Bq m-2)を基に、土壌から食物への放射性物質の移行係数𝑇𝑇𝑇𝑇�,� (Bq (Bq m-2)-1)を
用いて次式のように求められる。 

𝑄𝑄���,�,�,� � 𝜔𝜔� ∙ 𝑇𝑇𝑇𝑇�,� (6.4) 

OSCAAR では、摂取した放射性物質の放射能を 2 次元極座標メッシュのある 1 つのメッシュ内

（居住メッシュとする）、評価領域内（2 次元極座標メッシュ内）と評価領域外の 3 領域の値を用

いて次式のように計算することができる。 

𝐷𝐷����,�,� � 𝐷𝐷𝐷𝐷����,�,���1 � 𝑓𝑓��� ∙ 𝑓𝑓�� ∙ 𝑄𝑄���,�,�
�,�,� � �1 � 𝑓𝑓��� ∙ �1 � 𝑓𝑓��� ∙ 𝑄𝑄���,���

�,�,� � (6.5) 

ここで、𝑄𝑄���,�,�
�,�,� は半径 d、方位 r の居住メッシュ内での摂取量(Bq)、𝑄𝑄���,���

�,�,� は評価領域内での平

均摂取量(Bq)である。𝑓𝑓�� は評価領域内で生産される食物のうち居住メッシュ内で生産された食物

の消費割合を示す。例えば、消費する食物のうち全てを居住メッシュ内で生産されたものに限定

する場合は𝑓𝑓��は 1 となり、反対に評価領域全体で生産されたものを消費する場合は𝑓𝑓��は 0 とな

る。𝑓𝑓��は評価領域外で生産された食物の消費率を示す。評価領域外で生産された食物は汚染され

ていないと仮定する。式(6.7)中の�1 � 𝑓𝑓��� は消費される食物のうち居住メッシュ評価領域内で生

産された食物の消費率を示す。つまり、評価領域より外で生産された食物を消費しない場合は𝑓𝑓�� 
は 0 となる。式(6.7)中の𝑄𝑄���,�,�

�,�,� と𝑄𝑄���,���
�,�,�  は式(6.5)から、メッシュごと沈着量𝜔𝜔�,�,�(Bq m-2)と 1 年

間の生産量𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃�,�� (kg)から次式のように求められる。 
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𝑄𝑄𝑄𝑄𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐺𝐺𝐺𝐺,𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟
𝐾𝐾𝐾𝐾,𝐶𝐶𝐶𝐶,𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝜔𝜔𝜔𝜔𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟 ∙ 𝑇𝑇𝑇𝑇𝐹𝐹𝐹𝐹𝐾𝐾𝐾𝐾,𝑖𝑖𝑖𝑖 (6.6) 

𝑄𝑄𝑄𝑄𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐺𝐺𝐺𝐺,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎
𝐾𝐾𝐾𝐾,𝐶𝐶𝐶𝐶,𝑖𝑖𝑖𝑖 =

∑ ∑ �𝜔𝜔𝜔𝜔𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝐴𝐴𝐴𝐴𝑃𝑃𝑃𝑃𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟
𝐾𝐾𝐾𝐾 ∙ 𝑇𝑇𝑇𝑇𝐹𝐹𝐹𝐹𝐾𝐾𝐾𝐾,𝑖𝑖𝑖𝑖�𝑟𝑟𝑟𝑟𝑑𝑑𝑑𝑑

∑ ∑ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝐴𝐴𝐴𝐴𝑃𝑃𝑃𝑃𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟
𝐾𝐾𝐾𝐾

𝑟𝑟𝑟𝑟𝑑𝑑𝑑𝑑
 (6.7) 

放射性物質を摂取することで生じる集団に対する内部被ばく線量𝐷𝐷𝐷𝐷𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐺𝐺𝐺𝐺,𝑃𝑃𝑃𝑃
𝐾𝐾𝐾𝐾,𝐶𝐶𝐶𝐶,𝑖𝑖𝑖𝑖 は、次式で求められる。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐺𝐺𝐺𝐺,𝑃𝑃𝑃𝑃
𝐾𝐾𝐾𝐾,𝐶𝐶𝐶𝐶,𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐺𝐺𝐺𝐺

𝐾𝐾𝐾𝐾,𝐶𝐶𝐶𝐶,𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙
𝑃𝑃𝑃𝑃𝐴𝐴𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟

𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝐾𝐾𝐾𝐾
∙ 𝑄𝑄𝑄𝑄𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐺𝐺𝐺𝐺,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎

𝐾𝐾𝐾𝐾,𝐶𝐶𝐶𝐶,𝑖𝑖𝑖𝑖  (6.8) 

ここで、𝑃𝑃𝑃𝑃𝐴𝐴𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟は距離 d、方位 r のメッシュにおける 1 日当たりの食物生産量（L d-1 または kg d-1）、

𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝐾𝐾𝐾𝐾は移行経路 K に該当する食物の平均消費率（L d-1 または kg d-1）である。𝑃𝑃𝑃𝑃𝐴𝐴𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟の算出方法は

牧草の場合と牧草以外の植物の場合で異なり、次式の通りとなる。 

𝑃𝑃𝑃𝑃𝐴𝐴𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟 = 𝑃𝑃𝑃𝑃𝐺𝐺𝐺𝐺𝑂𝑂𝑂𝑂𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟
𝐾𝐾𝐾𝐾

365.25
 （牧草の場合） 

𝑃𝑃𝑃𝑃𝐴𝐴𝐴𝐴𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟 = 𝑃𝑃𝑃𝑃𝐺𝐺𝐺𝐺𝑂𝑂𝑂𝑂𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑟𝑟𝑟𝑟
𝐾𝐾𝐾𝐾

𝑇𝑇𝑇𝑇𝑐𝑐𝑐𝑐𝑟𝑟𝑟𝑟𝑐𝑐𝑐𝑐𝑝𝑝𝑝𝑝
 （牧草以外の食物の場合） 

(6.9) 

ここで、𝑇𝑇𝑇𝑇𝑐𝑐𝑐𝑐𝑟𝑟𝑟𝑟𝑜𝑜𝑜𝑜𝑝𝑝𝑝𝑝は農作物の収穫期間（d）を指す。 

 
6.3.2. 移行係数 
 式(6.4) 中の移行係数𝐶𝐶𝐶𝐶𝐹𝐹𝐹𝐹𝐾𝐾𝐾𝐾,𝑖𝑖𝑖𝑖は放射性物質の移行経路および食物の種類によって異なる。以降に放

射性物質の移行経路ごとの移行係数について記述する。 
 
6.3.2.1. 可食植物の移行係数 
 地表面に放射性放射性物質が 1 (Bq m-2)の濃度で沈着してから時間 t が経過後の直接沈着による

可食植物中の放射能濃度𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡) (Bq m-2)は次式で求められる。 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑤𝑤𝑤𝑤(𝑡𝑡𝑡𝑡) (6.10) 

ここで、𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 は可食植物による放射性物質の保持係数であり、地表面に沈着した放射性物質のう

ち可食植物表面または中に保持される割合を示す。𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑡𝑡𝑡𝑡)は放射性物質の物理減衰による減少を考

慮する係数、𝑅𝑅𝑅𝑅𝑤𝑤𝑤𝑤(𝑡𝑡𝑡𝑡) はウェザリングによる放射性物質の減少を考慮する係数を示す。𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑡𝑡𝑡𝑡) は次式

で求められる。 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝜆𝜆𝜆𝜆𝑟𝑟𝑟𝑟 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡) (6.11) 

ここで、𝜆𝜆𝜆𝜆𝑟𝑟𝑟𝑟は放射性物質の崩壊定数を示す。𝑅𝑅𝑅𝑅𝑤𝑤𝑤𝑤(𝑡𝑡𝑡𝑡)は次式で求められる。 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑤𝑤𝑤𝑤(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑙𝑙𝑙𝑙1 ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝜆𝜆𝜆𝜆𝑤𝑤𝑤𝑤 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝑙𝑙𝑙𝑙2 (6.12) 

ここで、𝜆𝜆𝜆𝜆𝑤𝑤𝑤𝑤はウェザリングの減衰定数である。𝑙𝑙𝑙𝑙1は時間に依存する保持係数の初期値であり、𝑙𝑙𝑙𝑙2は
時間に依存する保持係数の定数を示す。𝑙𝑙𝑙𝑙1 + 𝑙𝑙𝑙𝑙2は必ず 1 になる必要がある。𝑅𝑅𝑅𝑅𝑤𝑤𝑤𝑤(𝑡𝑡𝑡𝑡)は指数𝜆𝜆𝜆𝜆𝑤𝑤𝑤𝑤の速さ

で減少し、𝑙𝑙𝑙𝑙2に収束することになる。 
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡) の濃度を持つ植物を人が摂取することにより体内に取込まれる 1 日当たりの放射能𝐷𝐷𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡) 
(Bq d-1)は次式で求められる。 
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𝐷𝐷𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡) =
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟�∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑐𝑐𝑐𝑐� ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝

𝑃𝑃𝑃𝑃𝐷𝐷𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝
 

(6.13) 

ここで、𝑃𝑃𝑃𝑃𝐷𝐷𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝は可食植物の生産密度 (kg m-2)、𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝は人による可食植物の 1 日当たりの摂取量 (kg 
d-1)を示している。∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑐𝑐𝑐𝑐は生産から人による消費までの期間 (d)を示しており、𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟�∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑐𝑐𝑐𝑐�は∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑐𝑐𝑐𝑐

の間の物理減衰による放射性物質の減少を考慮する係数となる。放射性物質が直接沈着して

∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝  (d) 後に生産が開始された可食植物から人への放射性物質の移行係数𝑇𝑇𝑇𝑇𝐹𝐹𝐹𝐹𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝 は𝐷𝐷𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡)  (Bq 
d-1)を栽培期間𝑇𝑇𝑇𝑇𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝で積分し、さらに生産開始までの放射性物質の物理減衰およびウェザリングに

よる減少を考慮することにより、次式のように求められる。 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐹𝐹𝐹𝐹𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝 = 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟�∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝� ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑤𝑤𝑤𝑤�∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝� ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶𝑂𝑂𝑂𝑂𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝 ∙ � 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡
𝑇𝑇𝑇𝑇𝑐𝑐𝑐𝑐,𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝𝑝𝑝

0
 

(6.14) 

ここで、𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶𝑂𝑂𝑂𝑂𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝は可食植物の加工過程における放射性物質の低減率である。 
一方、経根吸収による汚染の場合、𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)は根の深度における土壌中の放射能濃度に依存して変

化する。地表面に放射性物質が 1 (Bq m-2)の濃度で沈着してから時間 t が経過後の根の深度におけ

る土壌中の放射能濃度𝐶𝐶𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠(𝑡𝑡𝑡𝑡) (Bq m-2)は次式のような微分方程式から求められる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝐶𝐶𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠(𝑡𝑡𝑡𝑡)
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= −�𝜆𝜆𝜆𝜆𝑟𝑟𝑟𝑟 + 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝 + 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝� ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑡𝑡𝑡𝑡) (6.15) 

ここで、𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝は土壌から可食植物への移行率(d-1)、𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝は畑の土壌からの放射性物質の除去率

(d-1)を示す。𝐶𝐶𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠(𝑡𝑡𝑡𝑡)を用いて、可食植物中の放射能濃度𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡) (Bq m-2)は次式の微分方程式から求め

られる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝 ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠(𝑡𝑡𝑡𝑡)− �𝜆𝜆𝜆𝜆𝑟𝑟𝑟𝑟 +
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑐𝑐𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝐷𝐷𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝
� ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡) (6.16) 

ここで、𝐴𝐴𝐴𝐴𝑐𝑐𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝は一人分の可食植物の 1 日の消費量を生産するために必要な面積 (m2)、𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝は土壌

から可食植物への放射性物質の移行率を示す。経根摂取の場合の移行係数は式(6.16)から求められ

る𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)を式(6.13)に代入して算出される𝐷𝐷𝐷𝐷𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡)から、式(6.14)によって求められる。 
 
6.3.2.2. 牛乳の移行係数 
地表面に放射性物質が 1 (Bq m-2)の濃度で沈着してから時間 t が経過後の直接沈着による牧草中

の放射能濃度𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡) (Bq m-2)は次式で求められる。 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ 𝐿𝐿𝐿𝐿(𝑡𝑡𝑡𝑡) (6.17) 

ここで、𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝牧草による放射性物質の保持係数を示す。𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)の濃度を持つ牧草を牛が摂取するこ

とにより牛の体内へ取込まれる 1 日当たりの放射能𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑐𝑐𝑐𝑐(𝑡𝑡𝑡𝑡) (Bq d-1)は式(6.13)と同様に次式のよう

に求められる。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑐𝑐𝑐𝑐(𝑡𝑡𝑡𝑡) =
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝

𝑃𝑃𝑃𝑃𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝
 

(6.18) 
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ここで、𝑃𝑃𝑃𝑃𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝は牧草の生産密度 (kg m-2)、𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝は牛による牧草の 1 日当たりの摂取量 (kg d-1)を示

している。1 日当たりに牛の体内へ取込まれる放射能𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑐𝑐𝑐𝑐(𝑡𝑡𝑡𝑡)のうち、牛乳へ移行する割合𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑚𝑚(d 
L-1)は次式のように求められる。 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑚𝑚 = (𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡2 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ �1− 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡3 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡)� (6.19) 

ここで、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡1、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡2、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡3はそれぞれ牛による放射性物質の消費割合を求めるための経験的係数である。

それぞれの値は𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡1が(d L-1)、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡2が(L-1)、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡3が(d-1)の単位となる。よって、牛乳中の放射能濃度𝐶𝐶𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚(𝑡𝑡𝑡𝑡) 
(Bq L-1)は次式のように求められる。 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑐𝑐𝑐𝑐(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑐𝑐𝑐𝑐𝑚𝑚𝑚𝑚 (6.20) 

汚染された牧草を摂取した牛から得られる牛乳またはその牛乳から生産される乳製品を人が摂取

することにより人体に取込まれる放射能𝐷𝐷𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡) (Bq d-1)は次式のように求められる。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟�∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑐𝑐𝑐𝑐� ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚ℎ (6.21) 

ここで、𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚ℎは人による 1 日当たりの牛乳の消費量 (L d-1)、∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑐𝑐𝑐𝑐は牛乳の生産から消費までの期

間(d)を示す。放射性物質が沈着して∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 (d) 後に放牧が開始された牛から生産された牛乳か

ら人への移行係数𝑇𝑇𝑇𝑇𝐹𝐹𝐹𝐹𝑚𝑚𝑚𝑚は𝐷𝐷𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡) (Bq d-1)を放牧期間𝑇𝑇𝑇𝑇𝑝𝑝𝑝𝑝で積分し、さらに生産開始までの放射性物質

の物理減衰およびウェザリングによる減少を考慮することにより、次式のように求められる。 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐹𝐹𝐹𝐹𝑚𝑚𝑚𝑚 = 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟�∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝� ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑤𝑤𝑤𝑤�∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝� ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶𝑂𝑂𝑂𝑂𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅,𝑚𝑚𝑚𝑚 ∙ � 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡
𝑇𝑇𝑇𝑇𝑔𝑔𝑔𝑔

0
 (6.22) 

ここで、𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶𝑂𝑂𝑂𝑂𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅,𝑚𝑚𝑚𝑚は牛乳の加工過程における放射性物質の低減率である。 
一方、経根吸収による汚染の場合、牧草が生育している土壌中の放射能濃度は式(6.15)と同じよ

うに求められる。ただし、土壌から牧草への移行係数𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝と牧草地の土壌からの放射性物質の除

去率𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜を用いて、次式のように書き換えられる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝐶𝐶𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠(𝑡𝑡𝑡𝑡)
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= −�𝜆𝜆𝜆𝜆𝑟𝑟𝑟𝑟 + 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 + 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜� ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑡𝑡𝑡𝑡) (6.23) 

さらに、牧草中の放射能濃度𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)は次式の微分方程式から求められる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠(𝑡𝑡𝑡𝑡)− �𝜆𝜆𝜆𝜆𝑟𝑟𝑟𝑟 +
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑐𝑐𝑐𝑐𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝
� ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡) 

(6.24) 

ここで、𝐴𝐴𝐴𝐴𝑐𝑐𝑐𝑐𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝は牛 1 頭による牧草の 1 日の消費量を生産するために必要な面積 (m2)、𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑠𝑠𝑠𝑠𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝は土

壌から牧草への放射性物質の移行率(d-1)を示す。牛乳中の放射能濃度𝐶𝐶𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚(𝑡𝑡𝑡𝑡)(Bq L-1)は次式のように

求められる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝐶𝐶𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚(𝑡𝑡𝑡𝑡)
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑚𝑚𝑚𝑚 ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)− (𝜆𝜆𝜆𝜆𝑟𝑟𝑟𝑟 + 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚) ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚 (6.25) 

ここで、𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚は牛乳の分泌率(d-1)、𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑚𝑚𝑚𝑚は牧草から牛乳への移行率(m2 L-1 d-1)である。経根吸収

による移行係数は式(6.25)から得られる𝐶𝐶𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚(𝑡𝑡𝑡𝑡) を式(6.21)に代入して得られる𝐷𝐷𝐷𝐷𝑚𝑚𝑚𝑚ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡) を用いて、式

(6.22)から移行係数を算出する。 
乳製品の移行係数の算出方法は牛乳の移行係数の場合と同じである。ただし、各係数を以下の

ように読み替えて計算式を用いること。 
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・牛乳中の放射能濃度𝐶𝐶𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚(𝑡𝑡𝑡𝑡) (Bq L − 1)→乳製品の放射能濃度𝐶𝐶𝐶𝐶𝑑𝑑𝑑𝑑𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡) (Bq kg-1) 
・1 日当たりの牛乳の消費量𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚ℎ (L d-1) →1 日当たりの乳製品の消費量𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑑𝑑𝑑𝑑𝑝𝑝𝑝𝑝ℎ (kg d-1) 
・牧草から牛乳への移行率𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑚𝑚𝑚𝑚 (m2 L-1 d-1) →牧草から乳製品への移行率𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑𝑝𝑝𝑝𝑝 (m2 kg-1 d-1)   
 
6.3.2.3. 牛肉の移行係数 
地表面に放射性物質が 1 (Bq m-2)の濃度で沈着した場合、牧草から牛の体内に取込まれる放射能

は先述の通り、式(6.18)のように求められる。式(6.24)から求められる𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)から、牛肉への放射性

物質の移行係数𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑐𝑐𝑐𝑐𝑏𝑏𝑏𝑏  (m2 kg-1 d-1)と牛の体内における放射性物質の生物学的半減期𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵 (d)を考慮し

て、牛肉中の放射能濃度𝐶𝐶𝐶𝐶𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡) (Bq kg-1)は次式の微分方程式のように求められる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡)
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙
ln(2)
𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵

∙ 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑐𝑐𝑐𝑐𝑏𝑏𝑏𝑏 − (𝜆𝜆𝜆𝜆𝑟𝑟𝑟𝑟 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑠𝑠𝑠𝑠𝑝𝑝𝑝𝑝) ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡) (6.26) 

ここで、𝜏𝜏𝜏𝜏𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎は代謝による牛肉からの放射性物質の除去率 (d-1)、𝜏𝜏𝜏𝜏𝑠𝑠𝑠𝑠𝑝𝑝𝑝𝑝は屠殺率(d-1)を示す。牛肉か

ら人への放射性物質の移行量は放牧期間中と放牧期間終了後とで異なる。放牧期間中の移行量は

次式のように求められる。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟�∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑏𝑏𝑏𝑏,𝑐𝑐𝑐𝑐� ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ (6.27) 

ここで、𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏は人による 1 日当たりの牛肉の消費量 (kg d-1)、∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑏𝑏𝑏𝑏,𝑐𝑐𝑐𝑐は牛肉の生産から消費までの期

間(d)を示す。一方、放牧期間終了後の移行量は次式のように求められる。 

𝐷𝐷𝐷𝐷′𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑏𝑏𝑏𝑏�𝑇𝑇𝑇𝑇𝑝𝑝𝑝𝑝� ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟�∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑏𝑏𝑏𝑏,𝑐𝑐𝑐𝑐� ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑅𝑅𝑅𝑅𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝜆𝜆𝜆𝜆𝑏𝑏𝑏𝑏 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡) (6.28) 

ここで、𝜆𝜆𝜆𝜆𝑏𝑏𝑏𝑏は生物学的減衰定数であり、次式のように求められる。 

𝜆𝜆𝜆𝜆𝑏𝑏𝑏𝑏 =
ln (2)
𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵

 
(6.29) 

式(6.27)および式(6.28)から、最終的に移行係数は次式のように求められる。 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐹𝐹𝐹𝐹𝑏𝑏𝑏𝑏 = 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟�∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝� ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑤𝑤𝑤𝑤�∆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝� ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶𝑂𝑂𝑂𝑂𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅,𝑏𝑏𝑏𝑏 ∙ �� 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡
𝑇𝑇𝑇𝑇𝑔𝑔𝑔𝑔

0
+ � 𝐷𝐷𝐷𝐷′𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

∞

0
� (6.30) 

ここで、𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶𝑂𝑂𝑂𝑂𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅,𝑏𝑏𝑏𝑏は牛肉の加工過程における放射性物質の低減率である。 
一方、経根吸収による汚染の場合、𝐶𝐶𝐶𝐶𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡)は式(6.24)で算出される𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)を用いて、次式の微分方

程式で求められる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡)
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙  𝑇𝑇𝑇𝑇𝑅𝑅𝑅𝑅𝑐𝑐𝑐𝑐𝑏𝑏𝑏𝑏 − (𝜆𝜆𝜆𝜆𝑟𝑟𝑟𝑟 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑠𝑠𝑠𝑠𝑝𝑝𝑝𝑝) ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡) (6.31) 

経根吸収による移行係数は式(6.31)から得られる𝐶𝐶𝐶𝐶𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡) を式(6.27)および式(6.28)に代入して得られ

る𝐷𝐷𝐷𝐷𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡)と𝐷𝐷𝐷𝐷′𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏(𝑡𝑡𝑡𝑡) を用いて、式(6.30)から移行係数を算出する。 
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7. 防護措置 
 
原子力発電所事故時に周辺住民の被ばく低減のため、様々な防護措置が実行される。防護措置

を実行した場合の周辺住民の被ばく線量を推定するため、OSCAAR では防護措置による被ばく線

量低減効果を考慮した被ばく線量評価を行うことができる。OSCAAR では、事故早期に実行され

る防護措置として、屋内退避、安定ヨウ素剤の服用、避難を考慮することができる。一方、長期

の防護措置として、移転と食物摂取制限を考慮することができる。 
 予防的防護措置を準備する区域（PAZ: Precautionary Action Zone）および緊急防護措置を準備す

る区域 （UPZ: Urgent Protective Action Planning Zone）における事故発生から防護措置が実行・解除

されるまでのフロー図を図 7.1 に示す。 
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図図 7.1  早早期期防防護護措措置置ののフフロローー図図 

 
7.1. 早期防護措置 
7.1.1. 通常生活 

事故早期に防護措置を実行しない場合、住民は通常生活を送ると仮定される。通常生活では、

時間によって、自宅、学校や職場、屋外に滞在することが想定され、その滞在者の割合は昼夜で

異なる。滞在場所によって、被ばく線量低減効果が異なるため、通常生活時の被ばく線量低減係

数𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑁𝑁𝑁𝑁𝑅𝑅𝑅𝑅は 1 日の中でその時々にどれだけの人数がどのような建物もしくは屋外に滞在している

かを基に次式のように評価される。 
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𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑁𝑁𝑁𝑁𝑅𝑅𝑅𝑅 = 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑤𝑤𝑤𝑤𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑑𝑑𝑑𝑑𝑜𝑜𝑜𝑜𝑛𝑛𝑛𝑛 + 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜𝑛𝑛𝑛𝑛𝑐𝑐𝑐𝑐 + 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑟𝑟𝑟𝑟 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑟𝑟𝑟𝑟 (7.1) 

ここで、 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎、𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠および𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑟𝑟𝑟𝑟はそれぞれ自宅、学校・会社、屋外滞在者の人口

割合を示す。人口割合は昼夜それぞれで値を設定することができ、時間によって昼夜の値のいず

れかが用いられる。𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑤𝑤𝑤𝑤𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑑𝑑𝑑𝑑𝑜𝑜𝑜𝑜𝑛𝑛𝑛𝑛、𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜𝑛𝑛𝑛𝑛𝑐𝑐𝑐𝑐および𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑟𝑟𝑟𝑟はそれぞれ木造建屋、コンクリート造建

屋および屋外滞在時の被ばく線量低減係数である。被ばく経路ごとの𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑤𝑤𝑤𝑤𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑑𝑑𝑑𝑑𝑜𝑜𝑜𝑜𝑛𝑛𝑛𝑛 、𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜𝑛𝑛𝑛𝑛𝑐𝑐𝑐𝑐 および

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑟𝑟𝑟𝑟 を用いて被ばく経路ごとの𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑁𝑁𝑁𝑁𝑅𝑅𝑅𝑅 が算出される。屋外滞在時の被ばく線量低減係数は

クラウドシャインおよび吸入被ばくについては 1 であるが、グラウンドシャインについては建物

等による遮へい効果による被ばく線量低減効果を考慮する係数として、1 以下の値となる場合が

ある。 
事故後長期における通常生活については、昼夜の区別はなく、次式のように、屋外、木造建屋

内、コンクリート造建屋内の滞在時間割合で重みづけした被ばく線量低減係数𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑁𝑁𝑁𝑁𝐶𝐶𝐶𝐶 が用いられ

る。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑁𝑁𝑁𝑁𝐶𝐶𝐶𝐶 = 𝑇𝑇𝑇𝑇ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑤𝑤𝑤𝑤𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑑𝑑𝑑𝑑𝑜𝑜𝑜𝑜𝑛𝑛𝑛𝑛 + 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜𝑛𝑛𝑛𝑛𝑐𝑐𝑐𝑐 + 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑟𝑟𝑟𝑟 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑟𝑟𝑟𝑟 (7.2) 

ここで、𝑇𝑇𝑇𝑇ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎、𝑇𝑇𝑇𝑇𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠、𝑇𝑇𝑇𝑇𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑟𝑟𝑟𝑟はそれぞれ屋外、木造建屋内、コンクリート造建屋内の滞在時間

割合を示す。長期のグランドシャインに対する被ばく線量低減係数についても、早期の場合と同

様に、地面粗度による低減効果を考慮して式(7.2)の通りとなる。 
 屋内退避や避難等の防護措置が終了した後は、通常生活における被ばく線量低減係数が適用さ

れる。 
 
7.1.2. 屋内退避 
7.1.2.1. PAZ における屋内退避 

PAZ では避難が困難な要配慮者等のコンクリート造の遮へい効果が高い建屋（堅牢な施設）へ

の屋内退避が実施される。クラウドシャイン、グラウンドシャイン、直接吸入被ばく、再浮遊吸

入被ばくのそれぞれの被ばく経路に対してユーザーによって設定された堅牢な施設の線量低減係

数が適用される。図 7.1 に示す屋内退避指示完了後の退避完了に要する時間は屋外滞在時の被ば

く線量低減係数𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝐺𝐺𝐺𝐺𝑃𝑃𝑃𝑃𝑀𝑀𝑀𝑀が適用される。屋内退避指示に要する時間中は通常生活、屋内退避完了に

要する時間中は移動のため屋外滞在していると仮定される。 
 
7.1.2.2. UPZ における屋内退避 

UPZ では事故発生時に木造建屋やコンクリート造建屋内に滞在している場合はそのまま滞在建

屋内で屋内退避を行う。一方、屋外滞在者のうち木造建屋に屋内退避する者とコンクリート造建

屋へ屋内退避する者に分けられ、屋外滞在者のうち木造建屋に屋内退避する人口の割合 POPw と

して設定される。UPZ における屋内退避による被ばく線量低減係数𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑅𝑅𝑅𝑅ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡𝑈𝑈𝑈𝑈𝑃𝑃𝑃𝑃𝑈𝑈𝑈𝑈は次式のように求

められる。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑆𝑆𝑆𝑆 = (𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑟𝑟𝑟𝑟 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑤𝑤𝑤𝑤) ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑤𝑤𝑤𝑤𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑑𝑑𝑑𝑑 
+�𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠 + 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑟𝑟𝑟𝑟(1 − 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑤𝑤𝑤𝑤)� ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑐𝑐𝑐𝑐𝑜𝑜𝑜𝑜𝑛𝑛𝑛𝑛𝑐𝑐𝑐𝑐 

(7.3) 

 図 7.1 に示す屋内退避指示完了後の退避完了に要する時間は屋外滞在時の被ばく線量低減係数

が適用される。 
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7.1.2.3. WINSEC モデルによる吸入被ばく線量低減係数 
 吸入被ばく線量に対する線量低減係数算出方法のオプションとして、WINSEC モデルを使用す

ることができる。WINSEC モデルは建蔽率と風速による吸入被ばく線量低減係数の変化を考慮し

たモデル 23, 24)であり、あらかじめ計算された値を収録したライブラリを使用する。吸入被ばく線

量低減係数𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐺𝐺𝐺𝐺𝑀𝑀𝑀𝑀は次式のように求められる。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐺𝐺𝐺𝐺𝑀𝑀𝑀𝑀 =
𝐷𝐷𝐷𝐷𝐼𝐼𝐼𝐼
𝐷𝐷𝐷𝐷𝑂𝑂𝑂𝑂

=
∑ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝐵𝐵𝐵𝐵𝑅𝑅𝑅𝑅 ∙ ∫ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐼𝐼𝐼𝐼,𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

𝑇𝑇𝑇𝑇
0𝑖𝑖𝑖𝑖

∑ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝐵𝐵𝐵𝐵𝑅𝑅𝑅𝑅 ∙ ∫ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑂𝑂𝑂𝑂,𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡
𝑇𝑇𝑇𝑇
0𝑖𝑖𝑖𝑖

 (7.4) 

ここで、𝐷𝐷𝐷𝐷は吸入被ばくによる線量 (Sv)、𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖は核種𝑖𝑖𝑖𝑖に対する内部被ばく線量換算係数 (Sv Bq- 1)、
𝐵𝐵𝐵𝐵𝑅𝑅𝑅𝑅は呼吸率 (m3 sec-1)、𝐶𝐶𝐶𝐶は空気中放射能濃度 (Bq m-3)であり、添え字の𝐷𝐷𝐷𝐷は屋内、𝑃𝑃𝑃𝑃は屋外を表す。

なお、屋内の空気中濃度は次式のように求められる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝐶𝐶𝐶𝐶I(𝑡𝑡𝑡𝑡)
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑡𝑡𝑡𝑡)𝜆𝜆𝜆𝜆𝑎𝑎𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶O(𝑡𝑡𝑡𝑡) − (𝜆𝜆𝜆𝜆𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑑𝑑𝑑𝑑(𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝜆𝜆𝜆𝜆) ∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶I(𝑡𝑡𝑡𝑡) (7.5) 

ここで、𝜆𝜆𝜆𝜆𝑎𝑎𝑎𝑎は自然換気率 (h-1)、𝜆𝜆𝜆𝜆𝑑𝑑𝑑𝑑は屋内での沈着率 (h-1)、𝑃𝑃𝑃𝑃は浸透率、𝜆𝜆𝜆𝜆は壊変定数 (h-1)である。

WINSEC モデルでは、風速、屋内外の温度差、建蔽率および隙間相当面積を入力値として、先行

研究 25)に基づいて作成された以下の式を用いて算出された自然換気率を使用する。 

𝜆𝜆𝜆𝜆𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒[1.1[𝑙𝑙𝑙𝑙𝑛𝑛𝑛𝑛[(0.00005𝐾𝐾𝐾𝐾2 − 0.004𝐾𝐾𝐾𝐾 + 0.08)𝑈𝑈𝑈𝑈2 + (0.0003𝐾𝐾𝐾𝐾2 − 0.022𝐾𝐾𝐾𝐾 + 0.61)𝑈𝑈𝑈𝑈]
+ 0.94𝑙𝑙𝑙𝑙𝑛𝑛𝑛𝑛𝑆𝑆𝑆𝑆] − 3.3] 

(7.6) 

ここで、𝐾𝐾𝐾𝐾は建蔽率 (%)、𝑈𝑈𝑈𝑈は高さ 10m における風速 (m s-1)、𝑆𝑆𝑆𝑆は隙間相当面積 (cm2 m−2)である。

𝐾𝐾𝐾𝐾 はある区域内の面積に対するその区域内に存在する建物の占める割合であり、通常使われてい

る建蔽率（土地面積に対する建築された建物面積の割合）とは異なる。隙間相当面積は建物が持

っている隙間を全て面積として集め、建物の床面積で規格化したものである。自然換気率は建物

の気密性能を表す指標として利用されている値である。 
WINSEC モデルでは、Hirouchi ら 23)の実験結果を基にした屋内での沈着率と浸透率を使用する。

有機ヨウ素の屋内での沈着率は 0 h-1、粒子状元素の屋内での沈着率は 0.1 h-1 を使用する。また、

有機ヨウ素の浸透率は 1 を使用し、粒子状元素の浸透率は式(7.6)で求めた自然換気率を用いて、

次式のように求められる。 

𝑃𝑃𝑃𝑃 = −0.2277𝜆𝜆𝜆𝜆𝑎𝑎𝑎𝑎
2 + 0.719𝜆𝜆𝜆𝜆𝑎𝑎𝑎𝑎 + 0.442   (𝜆𝜆𝜆𝜆𝑎𝑎𝑎𝑎 < 1.4 の場合) 
𝑃𝑃𝑃𝑃 = 1   (𝜆𝜆𝜆𝜆𝑎𝑎𝑎𝑎 ≥ 1.4 の場合) 

(7.7) 

 ライブラリには、風速を一定としてあらかじめ計算された DRF が収録されており、WINSEC モ

デルではさらにプルーム通過前後の風速変動を考慮するように、次式を用いて𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐺𝐺𝐺𝐺𝑀𝑀𝑀𝑀が補正され

る。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹′𝐼𝐼𝐼𝐼𝐺𝐺𝐺𝐺𝑀𝑀𝑀𝑀 = 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 × 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹 (7.8) 

ここで、𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐼𝐼𝐺𝐺𝐺𝐺𝑀𝑀𝑀𝑀は風速（大気中濃度で重みづけ平均した風速）を一定として計算された吸入被ば

く線量低減係数（ライブラリに収録）、DRF’はプルーム通過前後の風速変動を考慮した吸入被ばく
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線量低減係数であり、式(7.2)で使用される。CC は DRF を補正するための係数であり、次式のよ

うに求められる。 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 = 𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶 × 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑈𝑈𝑈𝑈 − 𝑦𝑦𝑦𝑦𝐷𝐷𝐷𝐷 
𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶𝐾𝐾𝐾𝐾3 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶𝐾𝐾𝐾𝐾2 + 𝛾𝛾𝛾𝛾𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝛿𝛿𝛿𝛿𝑃𝑃𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶 
𝑦𝑦𝑦𝑦𝐷𝐷𝐷𝐷 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑦𝑦𝑦𝑦𝐼𝐼𝐼𝐼𝐾𝐾𝐾𝐾3 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑦𝑦𝑦𝑦𝐼𝐼𝐼𝐼𝐾𝐾𝐾𝐾2 + 𝛾𝛾𝛾𝛾𝑦𝑦𝑦𝑦𝐼𝐼𝐼𝐼𝐾𝐾𝐾𝐾 + 𝛿𝛿𝛿𝛿𝑦𝑦𝑦𝑦𝐼𝐼𝐼𝐼 

(7.9) 

ここで、RU はプルーム通過中と後の風速比であり、プルーム通過後 5 時間分の平均風速に対する

大気中濃度で重みづけした風速の割合である。𝛼𝛼𝛼𝛼、𝛽𝛽𝛽𝛽、𝛾𝛾𝛾𝛾、𝛿𝛿𝛿𝛿は建築年度分類と核種分類（有機ヨウ

素または粒子状元素）ごとに異なり、ライブラリに収録されている。  
 
7.1.2.4. 線量制限による屋内退避の実施 
 PAZ および UPZ の屋内退避の実施をユーザーが指定するしきい線量により判断する機能に対

するオプションが整備されている。屋内退避の場合は 7 日間の積算線量 D7d がしきい線量を超え

るメッシュについては屋内退避を実施し、反対にしきい線量を超えないメッシュについては、屋

内退避は行われず通常生活が継続される。ここで、積算線量 D7d はクラウドシャイン、グラウンド

シャイン、直接吸入、再浮遊吸入の 4 経路の合計線量である。プログラム上の手順として、最初

に防護措置を行わない 7 日間積算被ばく線量を算出し、次に、その結果からしきい線量を超える

メッシュを抽出し、該当するメッシュに対してのみ屋内退避による被ばく線量低減効果を考慮し

た計算を行っている。 
 線量制限による屋内退避の実施オプションを使用した場合、通常の屋内退避のような退避指示

に要する時間や退避完了に要する時間の概念はなく、放出開始と同時にしきい線量を超えるメッ

シュに対して屋内退避が実施される。 
 
7.1.3. 安定ヨウ素剤服用 
 安定ヨウ素剤の服用によって吸入摂取される放射性ヨウ素の甲状腺への蓄積を低減することが

できる。安定ヨウ素剤の服用は屋内退避と併用される。OSCAAR では、PAZ および UPZ における

屋内退避のオプションとして実施を選択することができる。安定ヨウ素剤の服用は、通常生活時

の甲状腺等価線量がユーザーにより指定されるしきい線量を超えると実行される。安定ヨウ素剤

による甲状腺等価線量の被ばく線量低減係数を求めるモデルとして、OSCAAR では欧州で開発さ

れた原子力事故発生時のオフサイトへの影響を評価するコードである COSYMA (COde SYstem 
from MARIA)26)で使用されているモデル（以下、 「COSYMA モデル」という。）とヨウ素代謝を考

慮したモデル（以下、 「ヨウ素代謝モデル」という。）の 2 つから選択することができる。2 つのい

ずれかのモデルで算出した甲状腺等価線量の被ばく線量低減係数を用いて、安定ヨウ素剤服用時

の吸入被ばく実効線量𝐷𝐷𝐷𝐷𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝑅𝑅𝑅𝑅,𝐼𝐼𝐼𝐼𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵 (Sv)は次式のように求められる。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝑅𝑅𝑅𝑅,𝐼𝐼𝐼𝐼𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵 = 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝑅𝑅𝑅𝑅,𝑁𝑁𝑁𝑁𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑀𝑀𝑀𝑀 −𝑊𝑊𝑊𝑊𝑡𝑡𝑡𝑡ℎ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑 ��(𝐴𝐴𝐴𝐴𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑅𝑅𝑅𝑅) ∙ (1− 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝐼𝐼𝐼𝐼𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵)
𝑖𝑖𝑖𝑖

� ∙ 𝐵𝐵𝐵𝐵𝑅𝑅𝑅𝑅 ∙ 𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷 (7.10) 
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ここで、𝐷𝐷𝐷𝐷𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝑅𝑅𝑅𝑅,𝑁𝑁𝑁𝑁𝑜𝑜𝑜𝑜𝑃𝑃𝑃𝑃𝑀𝑀𝑀𝑀は安定ヨウ素剤を服用しない場合の吸入被ばく実効線量 (Sv)、𝑊𝑊𝑊𝑊𝑡𝑡𝑡𝑡ℎ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑は甲状

腺の組織加重係数、𝐷𝐷𝐷𝐷𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑅𝑅𝑅𝑅は実効線量に対する内部被ばく線量換算係数 (Sv Bq-1)、𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝐼𝐼𝐼𝐼𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵は安

定ヨウ素剤投与による被ばく低減係数 (-)、𝐵𝐵𝐵𝐵𝑅𝑅𝑅𝑅は呼吸率 (m3 s-1)、𝐹𝐹𝐹𝐹𝐷𝐷𝐷𝐷はフィルター係数 (-)である。 
 安定ヨウ素剤の服用はユーザーが指定する甲状腺等価線量のしきい線量を超えるメッシュに対

してのみ、図 7.1 に示すように安定ヨウ素剤を服用する時間の経過後に実施される。 
  
7.1.3.1. COSYMA モデル 

COSYMA モデルを用いた場合、放射性ヨウ素の吸入摂取による甲状腺等価線量に対する安定ヨ

ウ素剤の服用による低減係数𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝐼𝐼𝐼𝐼𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵は次式で示される。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝐼𝐼𝐼𝐼𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵 = 1 − e(−0.693(t+0.25))/4 (7.11) 

ここで、t は服用の遅延時間 (単位)を示す。ただし、t≤-0.25(hour)のときは𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝐼𝐼𝐼𝐼𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵=0 とする。

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝐼𝐼𝐼𝐼𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵と服用遅延時間の関係を図 7.2 に示す。t≤-0.25(hour)のとき、𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝐼𝐼𝐼𝐼𝑁𝑁𝑁𝑁𝐼𝐼𝐼𝐼,𝐼𝐼𝐼𝐼𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵は 0 となる。

COSYMA モデルでは、放射性ヨウ素の同位体、対象者の年齢等による違いは考慮されない。 

 

図図 7.2   COSYMA モモデデルルにによよるる線線量量低低減減係係数数とと服服用用遅遅延延時時間間のの関関係係 
 

 
7.1.3.2. ヨウ素代謝モデル 

OSCAAR におけるヨウ素代謝モデルでは、吸入により体内に取り込まれた放射性ヨウ素が呼吸

気道を通過して血流に移行する過程に対して ICRP Publ.66 の呼吸気道モデル 27)を基に、安定ヨウ

素剤として経口摂取された安定ヨウ素に対して ICRP Publ.30 の胃腸管モデル 28)を基にして構築さ

れている。血流に移行した後は、Johnson によるヨウ素代謝モデル 29)を基に甲状腺への移行をモデ

ル化している。OSCAARで用いられているヨウ素代謝のコンパートメントモデルを図 7.3 に示す。

図 7.3 中の赤矢印が放射性ヨウ素の吸入摂取を示しており、緑矢印が安定ヨウ素の経口摂取を示

している。 
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Johnson によるヨウ素代謝モデルは、内臓または肺、血液、甲状腺、軟部組織、膀胱の 5 つのコ

ンパートメントで構成されている。体内に取込まれたヨウ素は最初に内臓または肺コンパートメ

ントに移行した後、その他のコンパートメントに移行していく。このような移行過程は次式のよ

うに 1 次の連立微分方程式によって表される。 
 

内臓または肺 (i=1) 

dY1r(𝑡𝑡𝑡𝑡)
dt

= Ir(t) − (λ1 + λr)Y1r(𝑡𝑡𝑡𝑡) (7.12) 

dY1s(𝑡𝑡𝑡𝑡)
dt

= Is(t) − λ1Y1s(𝑡𝑡𝑡𝑡) (7.13) 

血液 (i=2) 

dY2r(𝑡𝑡𝑡𝑡)
dt

= λ1Y1r(t) + λ4Y4r(t) − (λ5 + λr)Y2r − r2 (7.14) 

dY2s(𝑡𝑡𝑡𝑡)
dt

= λ1Y1s(t) + λ4Y4s(𝑡𝑡𝑡𝑡) − s2 (7.15) 

甲状腺 (i=3) 

dY3r(𝑡𝑡𝑡𝑡)
dt

= r2 − (λ3 + λr)Y3r(𝑡𝑡𝑡𝑡) (7.16) 

dY3s(𝑡𝑡𝑡𝑡)
dt

= s2 − λ3Y3s(𝑡𝑡𝑡𝑡) (7.17) 

軟部組織 (i=4) 

dY4r(𝑡𝑡𝑡𝑡)
dt

= λ3Y3r(t) − (λ4 + λ6 + λr)Y4r(𝑡𝑡𝑡𝑡) (7.18) 

dY4s(𝑡𝑡𝑡𝑡)
dt

= λ3Y3s(t) − (λ4 + λ6)Y4s(𝑡𝑡𝑡𝑡) (7.19) 

膀胱 (i=5) 

dY5r(𝑡𝑡𝑡𝑡)
dt

= λ5Y2r(t) + λ6Y4r(t) − λrY5r(𝑡𝑡𝑡𝑡) (7.20) 

dY5s(𝑡𝑡𝑡𝑡)
dt

= λ5Y2s(t) + λ6Y4s(𝑡𝑡𝑡𝑡) (7.21) 

ここで、Yirは放射性ヨウ素の放射能 (Bq)、Yisは安定ヨウ素の重量 (mg)、Irは放射性ヨウ素の摂取

率 (Bq d-1)、Isは安定ヨウ素の摂取率 (mg d-1)、 λrは放射性ヨウ素の崩壊定数 (d-1)を示す。λiは
それぞれのコンパートメントの移行係数であり、λ1が 192、λ4が 0.053、λ5が 1.92、λ6が 0.005、
λ3 は甲状腺から軟部組織への移行係数であり𝑠𝑠𝑠𝑠2 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑇𝑇𝑇𝑇⁄  を用いる。ここで、𝑀𝑀𝑀𝑀𝑇𝑇𝑇𝑇 は甲状腺中の安定ヨウ
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素量 (mg)、𝑡𝑡𝑡𝑡2は放射性ヨウ素の甲状腺への取込率(Bq d-1)、s2は安定ヨウ素の甲状腺への取り込み

率(mg d-1)である。𝑠𝑠𝑠𝑠2と𝑡𝑡𝑡𝑡2 およびλ3は評価対象者の年齢性別によって異なり、実際には表 7.1 の値

が用いられる。 
 Johnson によるヨウ素代謝モデルでは、体内に取込まれたヨウ素は最初に内臓または肺に沈着す

ると仮定されている。しかし、摂取から肺や内臓に到達する間にも呼吸器道や胃腸管で沈着や代

謝が生じる。これを考慮するため、Johnson によるヨウ素代謝モデルに ICRP Publ.66 の呼吸気道

モデルと Publ.30 の胃腸管モデルを組合せたモデルが OSCAAR では用いられている。呼吸気道モ

デルでは呼吸気道内で放射性ヨウ素の沈着と代謝が呼気・吸気により生じ、複数の細分化された

コンパートメント間をヨウ素が移行する。移行係数等のパラメータはヨウ素の化学形態により異

なる。一方、胃腸管モデルは胃、小腸、大腸上部、大腸下部の 4 つのコンパートメントから構成

される。ヨウ素は小腸から血液へ移行する。呼吸気道モデル同様、移行係数等のパラメータは化

学形態により異なる。 
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 安定ヨウ素剤服用による甲状腺被ばく低減係数 DRFThyr,ITB は安定ヨウ素剤を服用しない場合の

線量 HThyr,NoPM に対する HThyr,ITB の比により、次式のように求められる。 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝐹𝐹𝐹𝐹𝑇𝑇𝑇𝑇ℎ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑟𝑟𝑟𝑟,𝐼𝐼𝐼𝐼𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵 =
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑇𝑇𝑇𝑇ℎ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑟𝑟𝑟𝑟,𝐼𝐼𝐼𝐼𝑇𝑇𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵(𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑦𝑦𝑦𝑦)
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑇𝑇𝑇𝑇ℎ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑁𝑁𝑁𝑁𝑜𝑜𝑜𝑜𝑃𝑃𝑃𝑃𝑀𝑀𝑀𝑀

 (7.22) 

ここで、x は安定ヨウ素剤の服用量 (mg)、y は放射性ヨウ素摂取から起算した安定ヨウ素剤の服

用までの時間 (h)を示す。y は負の場合は放射性ヨウ素の摂取前に、正の場合は放射性ヨウ素の摂

取から遅れて安定ヨウ素剤を服用したことになる。 
 OSCAAR では式(7.22)から、安定ヨウ素剤の服用量および服用時期、摂取する放射性ヨウ素の種

類（131I、132I、133I、134I、135I）や化学的な性状、摂取する対象者（幼児、小児、成人等）等の条件

ごとに DRFThyr,ITB を算出してデータベース化したものを用いている。化学的な性状は粒子状、無

機、有機の 3 つに分類され、さらに、呼吸気道モデルにおける血液への移行の速さから、F （速い）、

M （中間）、S （遅い）に分類される。実際に OSCAAR に整備されている DRFThyr,ITB のデータベー

スの条件を表 7.2 に示す。化学的な性状として、粒子状物質（タイプ F）のみとなっているのは、

本モデルの開発時の検証計算にてタイプ F の無機ヨウ素と有機ヨウ素の線量低減係数が同等であ

り、タイプ M とタイプ S よりも線量低減係数が高い値を示したためである。また、ICRP Publ.7230)

にて推奨されるヨウ素の吸収タイプとして F が勧告されていたことも理由の一つである。このデ

ータベースから得られる線量低減係数は粒子状物質だけでなく、元素状ヨウ素および有機ヨウ素

に対しても適用されている。図 7.4 に成人の線量低減係数と放射性ヨウ素の摂取から起算した安

定ヨウ素剤の服用までの時間との関係を示す。 
 

表表 7.2  安安定定ヨヨウウ素素剤剤服服用用にによよるる被被ばばくく線線量量低低減減係係数数デデーータタベベーーススのの条条件件 

項目 条件 

安定ヨウ素剤の服用量 (mg) 服用なし：0 mg 
出生後～3 歳未満：25 mg 
3 歳以上 13 歳未満：38 mg 
13 歳以上：76 mg 

放射性ヨウ素の摂取から起算した安定ヨウ素

剤の服用までの時間 (h) 
-144 h から +48 h まで 

対象者 新生児（3 か月） 
生後 1 か月以上 3 歳未満（1 歳） 
3 歳以上 13 歳未満（10 歳） 
13 歳以上（成人） 

放射性ヨウ素の種類 131I、132I、133I、134I、135I 

化学的な性状 粒子状物質（タイプ F） 

預託期間 50 年 
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図図 7.3  ヨヨウウ素素代代謝謝ののココンンパパーートトメメンントトモモデデルル 

 

図図 7.4  ヨヨウウ素素代代謝謝モモデデルルにによよるる線線量量低低減減係係数数とと服服用用遅遅延延時時間間のの関関係係 
 
7.1.4. 避難 
 OSCAAR における避難モデルは避難中の移動経路を考慮したモデルであり、2 次元極座標メッ

シュにおける避難元となるメッシュから避難先となるメッシュに到達するまで次々とメッシュを

移動していき、その過程で通過するそれぞれのメッシュでの被ばく線量と滞在時間から避難中の

積算被ばく線量を求めている。早期被ばく線量は 1 時間ごとに計算するため、1 時間以内に複数

のメッシュを移動する場合は滞在時間で重み付けして各メッシュでの被ばく線量を足し合わせた

ものを 1 時間の被ばく線量とする。避難に伴う移動のイメージを図 7.5 に示す。地図上の避難経
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路は道路網に従い、図 7.5 中の黄色線で示すような経路であるが、OSCAAR の 2 次元極座標メッ

シュ上での評価に適用するため、避難のための移動を開始するメッシュに対して、移動先となる

メッシュが切り替わる時間ステップごとの方位番号と距離番号、移動距離をあらかじめサイトデ

ータとして準備している。移動速度は全ての避難元メッシュに共通の値を指定するか、避難元メ

ッシュごとの値を指定するサイトデータを準備する。移動速度は距離番号ごとに一定の倍率で増

減することが可能である。移動距離と移動速度から移動に要する時間を求めることができる。地

図データ等の移動経路データから OSCAAR 用のデータへの変換には OSCAAR 支援ツールの

RouteMesh を用いる。避難場所への移動は自動車を想定しており、移動時の被ばく線量評価では

ユーザーが指定した自動車内に滞在時の被ばく線量低減係数(DRFCAR)が適用される。 
 

 
図図 7.5  移移動動にに伴伴うう避避難難ののイイメメーージジ 

 
PAZ の避難は、無条件で避難が開始されるオプションと実効線量がユーザーにより指定される

しきい線量を超えると避難が開始されるオプションのいずれかから選択する必要がある。ここで、

実効線量とは 7.1.2.4 で述べたしきい線量を考慮した屋内退避の場合と同様に D7d のことを指す。

一方、UPZ の場合は無条件で避難が開始されるオプションと実効線量がユーザーにより指定され

るしきい線量を超えると避難が開始されるオプションに加えて、空間線量率がユーザーにより指

定されるしきい線量を超えると避難が開始される、運用上の介入レベル（OIL: Operational 
Intervention Level）を基準とした避難を考慮できるオプションもある。 
 避難完了後は避難先となるメッシュでコンクリート造建屋内の屋内退避の被ばく線量低減係数

が適用される。UPZ の避難と屋内退避が同時にオプションとして選択されている場合は、屋内退

避が優先される。 
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 避難のオプションとして、PAZ と UPZ の両方について、積算線量とユーザーにより設定される

しきい線量を比較して、避難の実施を判断することができる。この機能は 7.1.2.4 で述べたしきい

線量による屋内退避の判断機能と同じように、通常生活における 7 日間積算被ばく線量がしきい

線量を超えるメッシュを抽出し、該当するメッシュに対してのみ避難を実施する機能である。こ

の機能を使用する場合は、通常の避難と異なり、避難指示に要する時間と避難完了に要する時間

の概念はなく、放出開始と同時に避難が開始される。空間線量率で避難の実施を判断する場合は、

放出開始から空間線量率がユーザーにより指定される空間線量率に対するしきい線量を超えると

避難が開始され、それ以前は通常生活となる。空間線量率による避難実施の判断は UPZ のみで実

施可能である。 
  
 
7.2. 長期防護措置 
長期防護措置では移転および食物摂取制限が考慮され、主に地表面に沈着した放射性物質から

の外部被ばくおよび汚染食物の摂取による内部被ばくが制限され、晩発性の健康影響が低減される。 
7.2.1. 移転 
 事故後 1 年間に受ける被ばくの予測線量が、ユーザーにより設定された介入レベルを超えるメ

ッシュに居住する住民に対して移転が実施される。OSCAAR では、移転実施の判断は放出からの

経過時間または 1 年間の積算被ばく線量で判断することができる。移転実施後、1 年ごとに同じ

経路からの予測線量が移転解除レベル(LVREL) (Sv)を下回るまで移転が継続される。移転実施期間

中はその領域の住民は長期の被ばくを受けないこととする。移転は放出開始から 7 日後から実施

される。移転後の被ばく線量は生じないとする。図 7.6 に移転を実施した場合のフロー図を示す。 
 移転の実施解除の判断に用いる 1 年間の被ばく線量は、早期ではクラウドシャイン、グラウン

ドシャイン、直接吸入、再浮遊吸入の 4 経路に対する線量で評価し、長期ではグラウンドシャイ

ンと再浮遊吸入の 2 経路に対する線量で評価する。 
 移転実施をユーザーが指定する経過時間を基に判断する場合は、放出開始から指定した時間が

経過した後の被ばく線量は 0 となる。一方、線量制限で移転を実施した場合、放出から 7 日以降

の線量が 0 となる。 
 屋内退避または避難と移転を併用することができる。ただし、屋内退避または避難が優先して

実行され、屋内退避または避難が終了後に移転が実施される。放出開始からの時間で移転実施の

判断を行う場合で、移転までの経過時間が屋内退避または避難終了前の場合は即時移転を開始し、

移転までの経過時間が屋内退避または避難終了後の場合は移転が開始されるまで滞在場所にて通

常生活を送ることになる。線量制限で移転を実施する場合は、屋内退避または避難終了直後に移

転が実施される。 
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図図 7.6  移移転転実実施施ののフフロローー図図 

 
 
7.2.2. 食物摂取制限 
 食物の摂取制限の考え方は 2 つあり、一つ目は 1 年間の摂取による預託実効線量がユーザーに

より設定された介入線量レベルを超えた地域（メッシュ）の食物の摂取を禁止する方法、二つ目

は放射性核種別、食物別に設定された濃度の介入レベルを超えた食物の摂取を禁止する方法であ

る。年ごとの実効線量または食物中の放射能濃度が基準値を超える場合はその年以降は食物を摂

取しないように制限される。 
 実効線量による制限の場合は、式(6.5)および式(6.6)と同様の方法で次式のようにメッシュごと

の食物摂取量を算出する。 

𝐷𝐷����,�,��𝑟𝑟,𝑑𝑑� � 𝐷𝐷𝐷𝐷����,�,� ∙ 𝜔𝜔��𝑟𝑟,𝑑𝑑� ∙ 𝐶𝐶𝐷𝐷�,� (7.23) 

食物ごとの移行係数𝐶𝐶𝐷𝐷�,�を算出する際の消費率は平均消費率ではなく、最大消費率を用いる。 
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8. 健康影響 
 
被ばくにより生じる人体の健康影響には、被ばくした個人に現れる身体的影響と子孫に現れる

遺伝的影響がある。身体的影響は、さらに被ばく後短期間にその影響が現れる早期影響（早期死

亡、早期罹患）と、被ばく後長期間を経てから発現する晩発性影響 （晩発性がん死、晩発性がん）

に区別される。現在、OSCAAR で用いられている健康影響のモデルは、米国原子力規制委員会 
(USNRC) の NUREG/CR-421431, 32)を基礎とし、日本人への適用を考慮して作成されたモデル 33, 34)

と米国環境保護庁 (EPA) 35)から作成された。 
 
8.1. 早期影響 
身体的影響のうち、早期影響の評価は表 8.1 に示される 7 期間に分けて評価が行われる。 

 
表表 8.1  早早期期影影響響評評価価のの期期間間分分類類 

番号(index) 期間（日） 

1 0～1 

2 1～7 

3 7～14 

4 14～21 

5 21～30 

6 30～200 

7 200～365 

  
 早期影響を評価する際に用いられる被ばく線量は表 8.1 に示した期間における預託線量として

定義される。早期影響を評価する場合に考慮する被ばく経路は 5 章で示したクラウドシャイン、

グラウンドシャイン、直接吸入、再浮遊吸入の 4 経路である。 
 
8.1.1. 早期死亡 
 早期死亡の評価において考慮する影響とその対象となる臓器を表 8.4 に示す。早期死亡につい

ては中央値推定、下限値推定および上限値推定を行う。早期死亡は造血臓器障害、肺障害、胃腸

管障害および中枢神経障害に起因する死亡（以下、「臓器死亡」という。）と胎児／新生児の死亡

に分けられる。 
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表表 8.2  早早期期死死亡亡でで考考慮慮すするる影影響響とと評評価価対対象象臓臓器器 

影響 臓器 

造血臓器障害 骨髄 

肺障害 肺 

胃腸管障害 
小腸/結腸 

（OSCAAR では 0 日～1 日の期間では 
小腸壁、1 日以上では結腸を対象とする。） 

中枢神経障害 脳 

出生前/新生児死亡 
胚 

（OSCAAR では子宮として評価する。） 

 
早期の確定的影響の評価には、「ハザード関数」を用いている。個人に影響が発生する確率 r は、

ハザード関数を用いて次式のように求められる。 

r = 1 − exp (−H) (8.1) 

ここで、H は累積ハザードであり、次式に示すワイブル関数で求められる。 

H = l n 2 ∙ �
𝐷𝐷𝐷𝐷
𝐷𝐷𝐷𝐷50

�
𝛽𝛽𝛽𝛽

 (8.2) 

ここで、D は確定的影響の対象となる臓器の吸収線量 (単位)、𝐷𝐷𝐷𝐷50は被ばく集団の 50%が影響を受

ける線量レベル (単位)であり、βは線量－リスク関数の傾きを表す形状因子である。 
式(8.2)を基に、任意の臓器に対する累積ハザード𝑛𝑛𝑛𝑛𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 は次式のように求めることができる。 

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 =

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧

l n 2 ∙ � �
𝐷𝐷𝐷𝐷𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺,𝑖𝑖𝑖𝑖𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡ℎ
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑡𝑡𝑡𝑡𝑒𝑒𝑒𝑒)
𝐷𝐷𝐷𝐷50,𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺(𝑡𝑡𝑡𝑡𝑒𝑒𝑒𝑒)

7

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡ℎ=1

�

𝛽𝛽𝛽𝛽

�𝐷𝐷𝐷𝐷𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺,𝑖𝑖𝑖𝑖𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡ℎ
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑡𝑡𝑡𝑡𝑒𝑒𝑒𝑒) ≥ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺�

0.0                                                  �𝐷𝐷𝐷𝐷𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺,𝑖𝑖𝑖𝑖𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡ℎ
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑡𝑡𝑡𝑡𝑒𝑒𝑒𝑒) < 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺�

 (8.3) 

ここで、𝐷𝐷𝐷𝐷𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺,𝑖𝑖𝑖𝑖𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡ℎ
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑡𝑡𝑡𝑡𝑒𝑒𝑒𝑒)は事故時の年齢が e 歳で性別が s の個人に対して、被ばくからの経過時間

te(1)から te(2)の間に受ける臓器 ORG に対する被ばく経路 ipath による吸収線量 (単位)を示す。

𝐷𝐷𝐷𝐷50,𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺(𝑡𝑡𝑡𝑡𝑒𝑒𝑒𝑒)は期間 te 時点での被ばく集団の 50%が影響を受ける線量レベル (単位)、𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺は影響

が発生するしきい線量を示す。𝐷𝐷𝐷𝐷50,𝑂𝑂𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺(𝑡𝑡𝑡𝑡𝑒𝑒𝑒𝑒)は NUREG/CR-4214 を参考に、事故後の経過期間の関数

として与えている。ipath は被ばく経路を示しており、早期のクラウドシャイン、グラウンドシャ

イン、直接吸入、再浮遊吸入、食物摂取が対象となる。治療を行うことによる効果は表 8.3 に示

すように、治療の程度に応じてβと D50 の値を用いることで考慮することができる。治療の程度 M
は最低限の治療、S は支持的治療、I は集中治療に分類される。早期死亡の場合は、式(8.3)中のし

きい線量は 0 となる。 
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表表 8.3  早早期期死死亡亡確確率率のの中中央央値値推推定定ののたためめののパパララメメーータタ 

Index 影響 
治療の

程度 
β 

事故後の期間（d）での D50 

0-1 1-7 7-14 14-21 21-30 30-200 200-365 

1 
造血臓器

症状 

M 10.0 3.4 7.0 7.0 14.0 14.0   

S 6.6 4.5 9.0 9.0 18.0 18.0   

I 6.6 5.5       

2 肺症状 
M 3.0 8.5 80.0 80.0 185.0 185.0 185.0 450.0 

I 3.0 16.0 160.0 160.0 370.0 370.0 370.0 900.0 

3 
胃腸管症

状 
M 10.0 15.0 35.0      

S 10.0 45.0 105.0      

3' 
中枢神経

症状 
M 10.0 22.5       

4 
出生前／

新生児 
死亡 

区分 
なし 

3.0 1.0       

 
臓器死亡は、造血臓器障害、肺障害、胃腸管障害および中枢神経障害に起因する。式(8.1)から治

療程度 TR の治療を受けた場合の早期死亡確率𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑇𝑇𝑇𝑇𝐺𝐺𝐺𝐺
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 は次式のように求められる。 

𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑇𝑇𝑇𝑇𝐺𝐺𝐺𝐺
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 = 1 − 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒{−(𝑛𝑛𝑛𝑛1

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑛𝑛𝑛𝑛2
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑛𝑛𝑛𝑛3

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑛𝑛𝑛𝑛4
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎)} (8.4) 

ここで、𝑛𝑛𝑛𝑛1
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎、𝑛𝑛𝑛𝑛2

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎、𝑛𝑛𝑛𝑛3
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎、𝑛𝑛𝑛𝑛4

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎はそれぞれ造血臓器障害、肺障害、胃腸管障害および中枢神経障害

に起因する死亡に関する累積ハザードである。早期死亡の確率は先述した M から I の治療の程度

に応じて異なる。異なる治療を施された集団の早期死亡確率は治療の程度ごとの死亡確率を、治

療を受けた人口割合で重みづけした合計値として次式のように求められる。 

𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑀𝑀𝑀𝑀

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑅𝑅𝑅𝑅 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑅𝑅𝑅𝑅
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑓𝑓𝑓𝑓𝐼𝐼𝐼𝐼 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑,𝐼𝐼𝐼𝐼

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎  (8.5) 

ここで、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑀𝑀𝑀𝑀
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑,𝑅𝑅𝑅𝑅

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑,𝐼𝐼𝐼𝐼
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎はそれぞれの治療程度の死亡確率であり、fM、fS、fIはそれぞれの治療程

度の治療を受けた人口割合を示す。ただし、fM、fS、fIの合計は 1 となる。 
評価領域内における早期影響による死亡数𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 は各メッシュの総人口と死亡確率から次式のよ

うに求めることができる。 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 = � � �𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑) ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑)�
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑=1

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟=1

 (8.6) 

ここで𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑖𝑖𝑖𝑖, 𝑗𝑗𝑗𝑗)は式(8.5)から求められるメッシュ(ir, id)における死亡確率、𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑖𝑖𝑖𝑖, 𝑗𝑗𝑗𝑗)はメッシュ(ir, 

id)における人口を示す。 
 胎児と新生児の死亡数𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚 については、最初に、式(8.2)から求めた胚の累積ハザードを用い

て、式(8.1)から死亡確率をメッシュごとに算出する。胎児と新生児の早期死亡については、治療

は行われないので、式(8.5)のように治療の程度を考慮する必要はない。算出された死亡確率から

次式のように死亡数が求められる。 
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𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚 = 𝐹𝐹𝐹𝐹𝑀𝑀𝑀𝑀𝐼𝐼𝐼𝐼 � � �𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑) ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑)�
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑=1

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟=1

 (8.7) 

ここで、FFI は全人口に対する胎児と新生児の割合を指し、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚(𝑖𝑖𝑖𝑖, 𝑗𝑗𝑗𝑗)はメッシュ(ir, id)における胎

児と新生児の死亡確率を示す。 
OSCAAR では、ハザード関数から算定されたリスクがある確率以下ならば、有意な数値ではな

いとして 0 としている。有意な数値であるか否かを判断する基準は、自然に発生する病気および

事故による死亡確率と比較してリスクの増加が検知できないレベルとしており、HE モジュールで

は死亡確率の 10%値としている。 
 

8.1.2. 早期罹患 
早期罹患の評価において考慮する影響とその対象となる臓器を表 8.4 に示す。早期罹患は女性

の不妊、男性の不稔、小頭症と知的障害それぞれによる疾患とその他の全ての疾患に対する罹患

（以下、「臓器罹患」という。）の 4 つに分類される。 
 

表表 8.4  早早期期罹罹患患でで考考慮慮すするる影影響響とと評評価価対対象象臓臓器器 

影響 対象臓器 

前駆症状 腹部 
（OSCAAR では胃として評価する。） 

肺機能障害 肺 

甲状腺機能減退症 甲状腺 

急性甲状腺炎 甲状腺 

皮膚障害 表皮の基底細胞 
（OSCAAR では皮膚として評価する。） 

白内障 眼のレンズ 
（OSCAAR では皮膚として評価する。） 

不妊／不稔 卵巣／精巣 

小頭症 胚 
（OSCAAR では子宮として評価する。） 

知的障害 胚 
（OSCAAR では子宮として評価する。） 
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早期罹患の確率は早期死亡と同様に式(8.1)から式(8.5)を用いて求めることができる。女性の不

妊、男性の不稔については式(8.4)のように積算ハザードを合計する必要はない。早期罹患の累積

ハザードの算出に必要なパラメータを表 8.5 に示す。甲状腺機能減退症と急性甲状腺炎について

はしきい線量が存在する。 
 

表表 8.5  早早期期影影響響にによよりり罹罹患患すするる確確率率推推定定ののたためめののパパララメメーータタ 

Index 影響 β 

事故後の期間（d）での D50 

しきい

線量 
0-1 1-7 7-14 14-21 21-30 30-200 200-365 

5 前駆症状－食欲不振 2.0  0.97 2.0      

5 前駆症状－吐き気 2.0  1.4 2.6      

5 前駆症状－倦怠感 2.0  1.5       

5 前駆症状－嘔吐 3.0  1.8 4.9      

5 前駆症状－下痢 2.0  2.3 5.3      

6 肺症状 3.0  4.0 40.0 40.0 40.0 90.0 90.0 225.0 

7 甲状腺機能減退症* 1.3 2.0 60.0       

1.3 10.0 0.0 300.0 300.0 300.0    

8 急性甲状腺炎 1.9 200.0 0.0 1200.0 1200.0 1200.0    

9 紅班 5.2  6.0 10.0 10.0 10.0    

9 表皮浸透性障害 5.3  20.0 34.0 34.0 34.0    

10 白内障 7.4  3.1 6.2 6.2 6.2 9.3 9.3 9.3 

11 不妊 3.0  2.6 6.3      

11 不稔 10.0  0.7 0.4      

12 小頭症 1.0  0.37       

13 知的障害 0.8  5.6       

＊甲状腺機能減退症は、期間 0-1d のハザード関数の計算は上段のパラメータを使用し、期間 1-
7d 以降のハザード関数の計算は下段のパラメータを使用し、これらの合算値が甲状腺機能減退

症のハザードの値となる。 
 
臓器死亡の罹患数𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎  は式(8.6)のようにメッシュごとの人口と罹患確率𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑖𝑖𝑖𝑖, 𝑗𝑗𝑗𝑗) に加え、早期

死亡の影響を補正する係数 Qn を用いて、次式のように求められる。 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 = � ��𝑄𝑄𝑄𝑄𝑛𝑛𝑛𝑛(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑) ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑) ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑)�
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑=1

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟=1

 (8.8) 

𝑄𝑄𝑄𝑄𝑛𝑛𝑛𝑛(i, j) はメッシュ内の全人口から早期死亡した人口の減少分を補正する係数であり、次式のよう

に求めることができる。 

𝑄𝑄𝑄𝑄𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑀𝑀𝑀𝑀 ∙ �1− 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑀𝑀𝑀𝑀
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 �+ 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑅𝑅𝑅𝑅 ∙ �1− 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑅𝑅𝑅𝑅

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 �+ 𝑓𝑓𝑓𝑓𝐼𝐼𝐼𝐼 ∙ �1− 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎,𝐼𝐼𝐼𝐼
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 � (8.9) 

男性の不稔罹患数𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑚𝑚𝑚𝑚
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 は次式で求められる。 
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𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑚𝑚𝑚𝑚
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝐹𝐹𝐹𝐹𝑀𝑀𝑀𝑀 � � �𝑄𝑄𝑄𝑄𝑛𝑛𝑛𝑛(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑) ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑) ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑚𝑚𝑚𝑚

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑)�
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑=1

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟=1

 (8.10) 

ここで、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑚𝑚𝑚𝑚
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑖𝑖𝑖𝑖, 𝑗𝑗𝑗𝑗)は男性不稔の罹患確率、FM は子供を作ることができる 12 歳以上の男性の人

口の全人口に対する割合を示す。 
 女性の不妊罹患数𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 についても、男性の不稔罹患と同様に、次式のように求められる。 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝐹𝐹𝐹𝐹𝑀𝑀𝑀𝑀 � � �𝑄𝑄𝑄𝑄𝑛𝑛𝑛𝑛(i, j) ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑) ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑)�
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑=1

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟=1

 (8.11) 

ここで、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑖𝑖𝑖𝑖, 𝑗𝑗𝑗𝑗)は女性不妊の罹患確率、FF は子供を作ることができる 14 歳から 45 歳の女性

の人口の全人口に対する割合を示す。 
 小頭症および知的障害の罹患数𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 は胎児の早期死亡の影響を補正する係数 Qfnを用いて次

式のように求めることができる。 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝐹𝐹𝐹𝐹𝑀𝑀𝑀𝑀𝑁𝑁𝑁𝑁 � � �𝑄𝑄𝑄𝑄𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠(i, j) ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑) ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑)�
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑=1

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟=1

 (8.12) 

ここで、𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚𝑜𝑜𝑜𝑜𝑚𝑚𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝑖𝑖𝑖𝑖, 𝑗𝑗𝑗𝑗)は小頭症および知的障害の罹患確率、FFNは胎児と新生児の全人口に対する割

合を示す。Qfn は胎児および新生児の早期死亡による人口減少を補正する係数であり、胎児および

新生児の早期死亡確率を用いて、次式のように求められる。 

𝑄𝑄𝑄𝑄𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = 1 − 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑠𝑠𝑠𝑠𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑎𝑎𝑎𝑎𝑚𝑚𝑚𝑚(𝑖𝑖𝑖𝑖, 𝑗𝑗𝑗𝑗) (8.13) 

 
8.2. 晩発性影響 
被ばく後長期間を経てから発現する晩発性影響として、致死性および非致死性のがんリスクが

計算される。晩発性影響については、放射性物質の放出開始時から起算して、0 年から 100 年まで

の 1 年刻みで 100 の期間に分けて評価が行われる。晩発性影響として、表 8.6 に示す影響が各臓

器に対して発生する。 
 
8.2.1. 晩発性影響リスクの予測モデル 
晩発性影響として発生するがんによる死亡またはがんに罹患する集団のリスクを推定する場合、

年齢と性別を代表する個人に対するリスクを評価し、全年齢性別のリスクを平均化することによ

って得られる。被ばく後生涯の間に生じるがん死亡確率（生涯リスク）を予測するための方法と

して、絶対（相加）リスクモデルと相対（相乗）リスクモデルが用いられている。 
絶対リスクモデルでは、図 8.1 に示すように、被ばくから一定期間の潜伏期を経過した後に影

響が発現するプラトー期間があり、この期間でがん死亡やがん罹患のリスクが発生する。性別 s、
被ばく時の年齢 e の対象者が D (Gy)の線量を被ばくした後の期間 t でがんによって死亡またはが

んに罹患するリスク𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡,𝐷𝐷𝐷𝐷)は次式のように求められる。 

𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡,𝐷𝐷𝐷𝐷) = 𝐹𝐹𝐹𝐹𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ (𝛼𝛼𝛼𝛼 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷 + 𝛽𝛽𝛽𝛽 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷2) (8.14) 
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ここで、𝐹𝐹𝐹𝐹𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎は性別 s で被ばく時の年齢 e の対象者に対するリスク係数 (y-1 Gy-1)、αとβは係数で

ある。𝑃𝑃𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡)は被ばく後の評価期間 t で影響が出現している年数 (y)であり、評価期間がプラトー

期間に含まれる場合は 1 となる。 
 これに対し、相対リスクモデルでは、放射線誘発のがん死亡またはがん罹患のリスクを次式の

ように求めることができる。 

𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡,𝐷𝐷𝐷𝐷) = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 ∙ 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ (𝛼𝛼𝛼𝛼 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷 + 𝛽𝛽𝛽𝛽 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷2) (8.15) 

ここで、𝐴𝐴𝐴𝐴𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎は性別 s で被ばく時の年齢 e の対象者に対する自然発生のがんもしくはがん罹患のリ

スクに対する 1Gy の線量を被ばくした場合のリスクの割合 (Gy-1)、𝑀𝑀𝑀𝑀𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡)は被ばく後 t 年目に自

然発生のがんで死亡もしくはがんに罹患するリスク (y-1)を示している。 
 式(8.14)および式(8.15)から、がんで死亡するリスクまたはがんに罹患するリスクと線量との依

存性は次式のような関数で表される。 

𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡,𝐷𝐷𝐷𝐷) ∝ 𝛼𝛼𝛼𝛼 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷 + 𝛽𝛽𝛽𝛽 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷2 (8.16) 

図 8.2 は線量とリスクの関係を線形または線形二次関数で表したものである。式(8.16)のαは定線

量率の効果係数である。βは1.5 Gy におけるリスクが 1 になるように補正する係数である。

NUREG/CR-4214 では、線量が 1.5 Gy 超える場合は線形式を用いることを推奨している。また、

0.05 Gy d-1以下の線量率については次式を用いることが推奨されている。 

𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡,𝐷𝐷𝐷𝐷) ∝ 𝛼𝛼𝛼𝛼 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷 (8.17) 

 OSCAAR では、白血病、骨がん、甲状腺がん、皮膚がん、子宮内被ばくによる白血病および他

の全てのがん、良性甲状腺結節の 7 つの晩発性影響に対するリスクの予測に絶対リスクモデルを

用いている。一方、胃腸管がん、肺がん、乳がん、その他のがんの 4 つの晩発性影響に対するリ

スクの予測に相対リスクモデルを用いている。 
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表表 8.6  晩晩発発性性影影響響でで考考慮慮すするる影影響響とと評評価価対対象象臓臓器器 

影響 対象臓器 リスクモデル 

白血病 赤色骨髄 絶対 

骨がん 骨 絶対 

乳がん 乳房 相対 

肺がん 肺 相対 

胃腸管がん 大腸下部 相対 

甲状腺がん 甲状腺 絶対 

皮膚がん 顔面 
（OSCAAR では皮膚として評価する。） 

絶対 

その他のがん 脳、腎臓、膀胱、卵巣、 
子宮（女性のみ対象）、悪性リンパ腫、多発性骨髄腫 

相対 

子宮内被ばくによる 
白血病 

胚 
（OSCAAR では子宮として評価する。 
対象は女性のみ。） 

絶対 

子宮内被ばくによる 
その他のがん 

胚 
（OSCAAR では子宮として評価する。 
対象は女性のみ。） 

絶対 

良性甲状腺結節 甲状腺 絶対 

 
 

 

図図 8.1  絶絶対対リリススクク予予測測モモデデルルにによよるる被被ばばくく後後のの時時間間のの関関数数ととししててののリリススクク概概念念図図 
 
 

- 52 -

JAEA-Data/Code 2025-015



 

 

図図 8.2  線線形形モモデデルルおおよよびび二二つつのの線線形形二二次次モモデデルルににおおけけるる線線量量リリススククのの関関係係 
(NUREG/CR-4124 かからら引引用用)31) 

 
8.2.2. 晩発性がんによる死亡 
 晩発性がん k による死亡が生じる割合𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝐷𝐷𝐷𝐷)は任意の期間 i における割合𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖 ,𝐷𝐷𝐷𝐷)を合算す

ることによって以下の式のように求めることができる。 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝐷𝐷𝐷𝐷) = �𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖 ,𝐷𝐷𝐷𝐷)
𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡

𝑖𝑖𝑖𝑖=0

 (8.18) 

ここで、D は長期線量評価で算出された 1 年ごとの被ばく線量(Sv)を示す。Nt は評価期間年数を

示す。さらに、𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖 ,𝐷𝐷𝐷𝐷)は次式で求めることができる。 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖,𝐷𝐷𝐷𝐷) = 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (1) ∙ 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑘𝑘𝑘𝑘
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝐷𝐷𝐷𝐷) ∙ ℎ𝑘𝑘𝑘𝑘

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖) (8.19) 

ここで、𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (1)は 1 (Gy)の線量を被ばくした場合の生涯リスクであり、式(8.18)の変数 D を 1 と

して求められる。𝑔𝑔𝑔𝑔𝑘𝑘𝑘𝑘
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝐷𝐷𝐷𝐷)は 1 (Gy)の線量を被ばくした場合の生涯リスクに対する D (Gy)の線量を

被ばくした場合の生涯リスクの比であり、次式のように求められる。 

𝑔𝑔𝑔𝑔𝑘𝑘𝑘𝑘
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝐷𝐷𝐷𝐷) =

𝛼𝛼𝛼𝛼 𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼  + 𝛽𝛽𝛽𝛽 𝛽𝛽𝛽𝛽𝛽 2

𝛼𝛼𝛼𝛼 + 𝛽𝛽𝛽𝛽
 (8.20) 

ℎ𝑘𝑘𝑘𝑘
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖)は被ばく後 t 年目に発生が予測されるリスクの生涯リスクに対する割合を示す。式(8.19)中

の計算に必要な𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(1)、𝑔𝑔𝑔𝑔𝑘𝑘𝑘𝑘

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝐷𝐷𝐷𝐷)およびℎ𝑘𝑘𝑘𝑘
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡)は OSCAAR の支援プログラムである HEINPUT33)を

用いて算出されたがんの種類、年齢、性別ごとの値を OSCAAR のライブラリデータとして格納し

ている。式(8.18)から求められる割合は早期死亡による人口減少を考慮していない。この影響を補

正する係数を用いて(8.18)式は次式のようになる。 
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𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝐷𝐷𝐷𝐷) = ��𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖 ,𝐷𝐷𝐷𝐷) ∙ 𝑄𝑄𝑄𝑄𝑅𝑅𝑅𝑅𝐷𝐷𝐷𝐷,𝑘𝑘𝑘𝑘
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 �

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡

𝑖𝑖𝑖𝑖=0

 (8.21) 

𝑄𝑄𝑄𝑄𝑅𝑅𝑅𝑅𝐷𝐷𝐷𝐷,𝑘𝑘𝑘𝑘
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 は被ばくの対象臓器に応じて式(8.9)または式(8.13)から求めることができる。晩発性がんによ

る死亡数𝑁𝑁𝑁𝑁𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 はメッシュごとに算出された𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎  とメッシュごとの人口𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑) から次式のよ

うに求めることができる。 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 = � � �𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝐷𝐷𝐷𝐷) ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑)�
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑=1

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟=1

 (8.22) 

 
8.2.3. 晩発性がんの罹患 

晩発性がんの罹患リスクは 8.2.2 項で述べた晩発性がんによる死亡リスクと同様の手法で求め

られる。計算に必要な係数は晩発性がんによる死亡リスクの場合と同様に HEINPUT を用いて得

られたデータを OSCAAR のライブラリとして格納している。 
 
8.2.4. 甲状腺に対する影響 

甲状腺が高線量で被ばくした場合、甲状腺細胞の死滅により甲状腺が除去されることによって

がんリスクが減少する。このような現象を考慮するため、甲状腺が 15 (Gy)以上の線量を被ばくし

た場合は次式で求められる補正係数 CFthyr (D)を被ばく線量に乗じることによってリスクを補正す

る。 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐹𝐹𝐹𝐹𝑡𝑡𝑡𝑡ℎ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑟𝑟𝑟𝑟(𝐷𝐷𝐷𝐷) = 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒 �−𝑙𝑙𝑙𝑙𝑛𝑛𝑛𝑛2 ∙ �
𝐷𝐷𝐷𝐷 − 15

12
�
2

� (8.23) 

125Iと 131Iの甲状腺に対する内部被ばくの効果は他の被ばく経路および他の核種に比べて明らか

に低いため、OSCAAR では 125I と 131I の甲状腺に対する内部被ばく線量に補正係数 E を乗じてい

る。E は甲状腺がんについては 1/3、良性甲状腺結節については 1/5 となっている。 
 
8.3. 遺伝的影響 

遺伝的影響には、被ばくした集団の子供の出生異常が増加する直接的なリスクと潜在的な突然

変異を通して孫以降の子孫に現れる間接的なリスクがある。原爆被爆者の子供についての研究と

いう限られた人のデータからは遺伝的影響の過剰発生は認められていないが、遺伝的リスクの説

を否定するほど強力な結果ではない。そこで、遺伝的リスクの推定は動物モデルからの外挿に基

づいている。OSCAAR では USNRC 報告書 NUREG/CR-4214 に基づき、遺伝的影響を単一遺伝子

障害、染色体異常、多因子性疾患に分け、基本的に晩発性影響と同じ表式のモデルを用い、それ

に各世代に現れる累積リスクの項を付加して評価を行っている。遺伝的影響で考慮する影響を表 
8.7 に示す。遺伝的影響については、評価する世代ごとに表 8.8 に示す 6 期間に分類して評価を行

っている。 
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表表 8.7  遺遺伝伝的的影影響響でで考考慮慮すするる影影響響のの種種類類とと被被ばばくく線線量量をを評評価価すするる臓臓器器 

Index 影響 文献で想定する臓器 OSCAAR で線量を 
適用する臓器 

25 単一遺伝子－優勢 卵巣／精巣 同左 

26 単一遺伝子－X 染色体性連鎖 卵巣／精巣 同左 

27 染色体－数の異常（異数性） 卵巣／精巣 同左 

28 染色体－構造異常（不均衡転座） 卵巣／精巣 同左 

29 多因子性疾患 卵巣／精巣 同左 

 
表表 8.8  遺遺伝伝的的影影響響評評価価のの期期間間分分類類 

番号  事故発生からの 
経過期間（年） 

1 0～9 

2 10～19 

3 20～29 

4 30～39 

5 40～49 

6   50≦ 

 
遺伝的影響は早期の被ばく線量と長期的な被ばく線量の両方に起因する。単一遺伝子障害およ

び染色体異常の発生リスクは次式のように求められる。 

𝑡𝑡𝑡𝑡�𝑘𝑘𝑘𝑘,  𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝� = �𝛼𝛼𝛼𝛼 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝 + 𝛽𝛽𝛽𝛽 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝2� ∙ 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑘𝑘𝑘𝑘−1 (8.24) 

ここで、Dg は生殖腺の被ばく線量 (Gy)、T は世代間の遺伝率、k は世代数を示す。𝑡𝑡𝑡𝑡�𝑘𝑘𝑘𝑘,𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝�は Dg 
(Gy)の線量を被ばく後に k 世代目に遺伝的影響が発生する確率である。ただし、線量率が 0.5 (Gy 
d-1)以下の場合は代わりに次式が用いられる。 

𝑡𝑡𝑡𝑡�𝑘𝑘𝑘𝑘,𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝� = �𝛼𝛼𝛼𝛼 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝� ∙ 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑘𝑘𝑘𝑘−1 (8.25) 

性別 s で被ばく時の年齢 e の対象者が期間 i に被ばくすることにより、各世代に生じる遺伝的リ

スク𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑚𝑚𝑚𝑚
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 は晩発性影響の場合と同様に、次式で求めることができる。 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑚𝑚𝑚𝑚
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 �𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝� = 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (1) ∙ 𝑔𝑔𝑔𝑔�𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝� ∙ ℎ𝑚𝑚𝑚𝑚 (8.26) 

ここで、𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (1)は 1 (Gy) の線量による全世代のリスクである。生涯、世代にわたる遺伝的影響

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝) は評価期間と世代ごとの𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑚𝑚𝑚𝑚

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎  を合算することにより求められ、次式のように求めら

れる。 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 �𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝� = ��𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑚𝑚𝑚𝑚

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡𝑡𝑡

𝑖𝑖𝑖𝑖=0

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑔𝑔𝑔𝑔𝑒𝑒𝑒𝑒

𝑚𝑚𝑚𝑚=1

(𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝) (8.27) 

ここで、Ngeは世代数を示す。式(8.26)から、𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝=1 とすることにより𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 (1)が求められる。 
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 𝑔𝑔𝑔𝑔�𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝�は 1 (Gy)の線量を被ばくした場合の生涯リスクに対する Dg (Gy)の線量を被ばくした場合の

生涯リスクの比を示しており、次式のように求められる。 

𝑔𝑔𝑔𝑔�𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝� =
𝛼𝛼𝛼𝛼 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝 + 𝛽𝛽𝛽𝛽 ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝2

𝛼𝛼𝛼𝛼 + 𝛽𝛽𝛽𝛽
 (8.28) 

ℎ𝑚𝑚𝑚𝑚 は被ばく後に m 世代目に発生が予想されるリスクの全世代のリスクに対する割合である。式

(8.26)は遺伝的影響による出生率の変化を考慮していないため、出生率の変化を考慮する場合、式

(8.26)に次式で計算されるリスクに補正係数 CFbrを乗じる必要がある。 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐹𝐹𝐹𝐹𝑏𝑏𝑏𝑏𝑟𝑟𝑟𝑟 =
∑ �𝑓𝑓𝑓𝑓𝑝𝑝𝑝𝑝 ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡) ∙ 𝐵𝐵𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)�𝑝𝑝𝑝𝑝

∑ �𝑓𝑓𝑓𝑓𝑝𝑝𝑝𝑝 ∙ 𝐵𝐵𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝(0)�𝑝𝑝𝑝𝑝
 (8.29) 

ここで、𝑓𝑓𝑓𝑓𝑝𝑝𝑝𝑝は被ばく時の年齢が p である人口の全人口に対する割合、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)被ばく時の年齢が p で

ある人のうち被ばく後 1 年間に他の死因をまぬがれた人口の割合、𝐵𝐵𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑡𝑡𝑡𝑡)は事故後 t 年目における

出生率を示す。メッシュごとの全世代および全期間における合計リスクと人口を用いて、遺伝的

影響による罹患数𝑁𝑁𝑁𝑁𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎は次式で求められる。 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 = � � �𝑅𝑅𝑅𝑅𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎,𝑇𝑇𝑇𝑇𝑂𝑂𝑂𝑂𝑇𝑇𝑇𝑇

𝑠𝑠𝑠𝑠,𝑎𝑎𝑎𝑎 �𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝� ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑)�
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑=1

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑟𝑟𝑟𝑟

𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟=1

 (8.30) 

晩発的影響と同様に、遺伝的影響リスクの評価に関わる計算に必要な係数等は HEINPUT で計算

された値を OSCAAR のライブラリとして格納している。 
 
8.4. 寿命損失 
寿命損失とは、被ばくに起因した予測される個人の余命の損失のことである。ある年齢におい

て期待される余命に対して、被ばくによる致死がんリスクの割合分が寿命損失である。OSCAAR 
HE モジュールでは、晩発性リスク評価の対象とした疾患に対する寿命損失係数および寿命損失を

求める。寿命損失係数は EPA 402-R-93-07635)に基づくモデルである。寿命損失を考慮する疾患と

対応する臓器を表 8.9 に示す。 
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表表 8.9  寿寿命命損損失失ににおおいいてて考考慮慮すするる疾疾患患とと対対応応臓臓器器 

影響名 モデル 
OSCAAR の 
対応臓器 

ベースラインとして対象とした 
がん（相対リスクのみ） 

白血病 絶対リスク 赤色骨髄 - 

骨がん 絶対リスク 骨表面 - 

乳がん 相対リスク 乳房 乳がん 

肺がん 相対リスク 肺 肺がん 

消化器がん 相対リスク 結腸 
食道、胃、結腸、直腸、肝臓、胆

嚢・胆管、膵臓、大腸がん

(NUREG/CR-4214) 

甲状腺がん 絶対リスク 甲状腺 - 

皮膚がん 絶対リスク 皮膚 - 

その他のがん 相対リスク 
女性：卵巣 
男性：精巣 

悪性リンパ腫、多発性骨髄腫、脳、

腎臓、膀胱、卵巣（女性）、子宮 
(NUREG/CR-4214) 

良性甲状腺結節 絶対リスク 甲状腺 - 

 
8.4.1. 生存率関数 
年齢𝑥𝑥𝑥𝑥歳における生存率関数𝑆𝑆𝑆𝑆(𝑥𝑥𝑥𝑥)とは、生まれてから𝑥𝑥𝑥𝑥歳までに生存している割合を意味する。 

EPA35)では、被ばくに起因しないがんによる死亡を考慮した生存率関数𝑆𝑆𝑆𝑆0(𝑥𝑥𝑥𝑥) と、被ばくによるが

ん i による死亡を考慮した生存率関数𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥)に対して、全ての年齢 x において死亡率が十分に小さ

いときは、𝑆𝑆𝑆𝑆(𝑥𝑥𝑥𝑥)と𝑆𝑆𝑆𝑆0(𝑥𝑥𝑥𝑥)には本質的な違いはないとしている。このことに倣い、OSCAAR では、ベ

ースラインに基づいた生存率を用いる。生存率として第 23 回生命表 36)で与えられている死亡率

𝑞𝑞𝑞𝑞(𝑥𝑥𝑥𝑥)を用いて、次式で算出したものを使用する 37)。 
 

𝑆𝑆𝑆𝑆(𝑥𝑥𝑥𝑥) = (1 − 𝑞𝑞𝑞𝑞(𝑥𝑥𝑥𝑥 − 1)) ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆(𝑥𝑥𝑥𝑥 − 1) 
𝑆𝑆𝑆𝑆(0) = 1 

(8.31) 

 
8.4.2. 寿命損失係数 
年齢𝑥𝑥𝑥𝑥、性別 g、臓器 o の 1Gy の被ばく当たりの寿命損失係数𝑒𝑒𝑒𝑒𝑜𝑜𝑜𝑜

𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑥𝑥𝑥𝑥) (y/Gy) は、晩発性影響のリ

スク推定と同様に、絶対リスクモデルと相対リスクモデルの 2 種類のモデルがある 35)。OSCAAR
の寿命損失評価では、NUREG/CR-4214 の晩発性影響評価の分類のうち表 8.9 に示す影響を評価

することができる。各がんに対して、等価線量を計算する対応臓器は OSCAAR の晩発性影響評価

と同じとする。 
 
8.4.2.1. 絶対リスクモデル 
過剰絶対リスクモデルを用いた寿命損失係数は、次式で計算する。 
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𝑒𝑒𝑒𝑒𝑜𝑜𝑜𝑜
𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑥𝑥𝑥𝑥) =

1
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑥𝑥𝑥𝑥)

� 𝜀𝜀𝜀𝜀𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑢𝑢𝑢𝑢) ∙ 𝑒̇𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑢𝑢𝑢𝑢) ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑢𝑢𝑢𝑢)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑢𝑢𝑢𝑢
∞

𝑥𝑥𝑥𝑥
 (8.32) 

ここで、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑝𝑝𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑥𝑥𝑥𝑥)は年齢𝑥𝑥𝑥𝑥、性別𝑔𝑔𝑔𝑔の個人に対するベースラインに基づいた生存率関数、𝜀𝜀𝜀𝜀𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑥𝑥𝑥𝑥)は年齢

𝑥𝑥𝑥𝑥における臓器 o に生じるがんの過剰絶対リスク(y-1 Gy-1)、𝑒̇𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑥𝑥𝑥𝑥)は年齢𝑥𝑥𝑥𝑥、性別 g の個人に対する

余命期待値 (y)を示す。 
 
8.4.2.2. 相対リスクモデル 
相対リスクモデルを用いた寿命損失係数は、次式で計算する。 

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑜𝑜𝑜𝑜
𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑥𝑥𝑥𝑥) =

1
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑝𝑝𝑝𝑝𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑥𝑥𝑥𝑥)

� 𝜂𝜂𝜂𝜂𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑢𝑢𝑢𝑢) ∙ 𝜇𝜇𝜇𝜇𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑢𝑢𝑢𝑢) ∙ 𝑒̇𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑢𝑢𝑢𝑢) ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑝𝑝𝑝𝑝𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑢𝑢𝑢𝑢)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑢𝑢𝑢𝑢
∞

𝑥𝑥𝑥𝑥
 (8.33) 

ここで、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑝𝑝𝑝𝑝𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑥𝑥𝑥𝑥)は年齢 x、性別 g における死亡率ベースライン𝜇𝜇𝜇𝜇𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑢𝑢𝑢𝑢)による生存率関数 (-)、𝜂𝜂𝜂𝜂𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑢𝑢𝑢𝑢)
は年齢 u における臓器 o に生じるがんの過剰相対リスク (Gy-1)、𝜇𝜇𝜇𝜇𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑢𝑢𝑢𝑢)はベースラインの死亡率 
(y-1)を示す。 
 
8.4.3. 寿命損失の評価 
任意の方位 id および距離 ir に位置するメッシュにおける被ばく時年齢 u、性別 g、臓器 o に対す

る１度の被ばくによる寿命損失𝐹𝐹𝐹𝐹𝐿𝐿𝐿𝐿𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑢𝑢𝑢𝑢) は式(8.32)および式(8.33)から求められる寿命損失係

数を用いて、次式で求められる。 

𝐹𝐹𝐹𝐹𝐿𝐿𝐿𝐿𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑢𝑢𝑢𝑢) = 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑜𝑜𝑜𝑜
𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑢𝑢𝑢𝑢) ∙ 𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑢𝑢𝑢𝑢) (8.34) 

ここで、𝐷𝐷𝐷𝐷𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡,𝑢𝑢𝑢𝑢)は性別 g、被ばく時年齢 u に対する臓器 o の吸収線量 (Gy)を示す。𝐹𝐹𝐹𝐹𝐿𝐿𝐿𝐿𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑜𝑜𝑜𝑜を

全被ばく時年齢について合算することにより、次式のように生涯にわたる寿命損失が求められる。 

𝐹𝐹𝐹𝐹𝐿𝐿𝐿𝐿𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡) = � 𝐹𝐹𝐹𝐹𝐿𝐿𝐿𝐿𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑖𝑖𝑖𝑖𝑑𝑑𝑑𝑑, 𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑡𝑡𝑡𝑡)
∞

𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡 (8.35) 

リスクモデルで使用した疫学調査の結果は、比較的短い期間内で高線量に被ばくした人のデータ

であるため、低線量・低線量率のリスクに適用すると過大評価となる。この過大評価の度合いは、

線量・線量率効果係数（Dose and Dose Rate Effectiveness Factor ：DDREF）により表され、低線量・

低線量率のリスクは、高線量のリスクを DDREF で割ることにより求められている。ここで、EPA 
402-R-93-073 で定義している低線量は＜0.2Gy、低線量率は＜0.1mGy/min である。また、DDREF
は、乳がんのみ 1、乳がん以外のがんについては 2 を仮定している。臓器 o に対する線量・線量率

効果 DDREF を考慮した寿命損失 EL は次式のように求められる。 

𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑎𝑎𝑎𝑎) =
𝐹𝐹𝐹𝐹𝐿𝐿𝐿𝐿𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑎𝑎𝑎𝑎)

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅
 (8.36) 

評価領域(𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖)における年齢 a、性別 g の個人に対する寿命損失(y)は、全ての臓器に対する合

計であり、次式のように求められる。 

𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑎𝑎𝑎𝑎) = �𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝑝𝑝𝑝𝑝,𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑎𝑎𝑎𝑎)
𝑜𝑜𝑜𝑜

 (8.37) 
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9. 経済影響 
 

OSCAAR では経済影響として、放射線防護措置に関わる輸送コスト、経済損失、健康影響対策

費などの種々のコストを評価する。OSCAAR で用いられているモデルは欧州共同体委員会（CEC）
の事故影響評価コード COSYMA (COCO-1) に用いられているモデル 38, 39)を参考にしている。

COSYMA に用いられているモデルは防護措置による国内総生産（GDP：Gross Domestic Product）
の損失寄与を推定する方法であり、地域ごとの 1 人当たりの GDP を基準に経済損失を示すため地

域規模から国際規模までの幅広い範囲の区域に適用できる高い汎用性を持つ。 
算定されるコストは、大きく分けて次の 3 種類となる。なお、除染に関するコストは最適な評

価モデルが不確定であるため、評価しないものとした。 
 人の移動に関するコスト 
 食物摂取制限に関するコスト 
 健康影響に関するコスト 
また、食物摂取制限に関するコストに含まれる農業資本用役損失（使用できなくなる農地の資

本用役損失）は、農畜産物損失と二重に評価してしまう恐れがあるため、計算対象外としている。 
ECONO モジュールでの算定コスト項目を図 9.1 に示す。本モデルでは図 9.1 に示す 14 項目に

ついての経済損失を算定する。 
 

 
図図 9.1  経経済済影影響響評評価価ににおおけけるる算算定定ココスストト 
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9.1. 人の移動に関するコスト 
人の移動に関するコストは、生産損失、居住コスト、輸送コスト、資本用役損失の 4 項目から

成り、実施する防護措置別に評価対象項目が異なる。対策と評価対象項目の関係を表 9.1 に示し、

各項目の計算式を以降に示す。 
 

表表 9.1  防防護護措措置置とと評評価価対対象象項項目目のの関関係係 

評価項目 
対策の種類 

屋内退避 避難 移転 

生産損失 ○ ○ ○ 

居住コスト ‐ ○ ○ 

輸送コスト ‐ ○ ○ 

資本用役損失 ‐ ‐ ○ 

 
9.1.1. 生産損失 
方位 d、距離 r の住民に対する生産活動の損失 CSTLI は、以下の式に従って評価する。1 人当た

り GDP は、ライブラリから読み込んだ値を使用する。 

CSTLI (d, r) = GDP (d, r) × POP (d, r) × TIME (d, r) (9.1) 

ここで、GDP は 1 人当たり GDP (円 人-1 y-1)、POP :は移動人数 (人)、TIME は移動期間 (y)を示

す。 
 
9.1.2. 居住コスト 
方位 d、距離 r の住民に対する居住コスト CSTACは、次式に基づいて計算する。居住費は、ライ

ブラリから読み込んだ値を使用する。また、移動元のメッシュの値とする。 

CSTAC (d, r) = ACCM (d, r) × POP (d, r) × TIME (d, r) (9.2) 

ここで、ACCM は居住費 (円 人-1 y-1)を示す。 
 
9.1.3. 輸送コスト 
避難場所、移転場所へ人を移動する輸送コスト CSTTRは次式により評価する。移動距離 ECDTR

は評価メッシュによらず、入力データで与える一定値を用いる。 

CSTTR (d, r) = COFTR × POP (d, r) × ECDTR (9.3) 

ここで、COFTR は輸送費 (円 人-1 km-1)、ECDTR は移動距離 (km)を示す。 
 
9.1.4. 資本用役損失 
移転により使用できなくなる資本の損失で、土地および土地以外の資本価値について評価する。 
土地の資本用役損失 CSTLLは、次式で計算する。土地の投資回収率は、入力データで与える一

定値を使用する。 

CSTLL (d, r) = PLAND (d, r) × SAREA (d, r) × TIME (d, r) × RINTR (9.4) 
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ここで、PLAND は土地の資本価値 (円 m-2)、SAREA は移転面積 (m2)、TIME は移転期間 (y)、RINTR
は土地の投資回収率 (y-1)を示す。 
 土地以外の資本用役損失 CSTLC は、次の式で計算する。この式は、資本価値の算定式を簡略化

したものである。減価償却率および利子率は、入力データで与える一定値を使用する。利子率に

ついては、土地の資本用役損失算出式における土地の投資回収率と同じ値を用いる。 

CSTLC (d, r) = GCF (d, r) × POP (d, r) × TIME (d, r) × (1-DECRS) 
× (DECRS+RINTR) × 1 年 

(9.5) 

ここで、GCF は土地以外の資本価値 (円 人-1)、POP は移転人数 (人)、TIME は移転期間 (y)、DECRS
は年間の減価償却率 (-)、RINTR は利子率 (-)を示す。 
 
9.2. 食物摂取制限に関するコスト 
食物摂取制限に関するコストは、農畜産物損失、農畜産物廃棄コストの 2 項目であり、食物摂

取制限が実施された場合に評価を行う。 
 
9.2.1. 農畜産物損失 
食物摂取制限により生産できなくなる農畜産物の損失 CSTLF は、以下の式により評価メッシュ

別・農畜産物別に算出し合計する。対象とする農畜産物は、葉菜、根菜、穀物、牛乳、乳製品、牛

肉の 6 種類とする。 

CSTLF (d, r) = GAP (d, r) × AGRDT (d, r) × TIME (d, r) (9.6) 

ここで、GAP は先述した 6 種類のうちのある農畜産物の産出額 (円 ton-1)、AGRDT は生産量 (ton 
y-1)、TIME は制限期間 (y)を示す。 
 
9.2.2. 農畜産物廃棄コスト 
食物摂取制限により出荷できなくなる農畜産物の廃棄コスト CSTLF の評価モデルである。

ECONO では牛乳のみを対象とする。以下のモデル式によって評価を行う。廃棄時の輸送費と運搬

距離は、入力データで与える一定値を用いる。 

CSTLF (d, r)  = TRCC × DTCRM × AGRDT (d, r)  × 1 年 (9.7) 

ここで、TRCC は廃棄時の輸送費 (円 ton-1km-1)、DTCRM は運搬距離 (km)、AGRDT は農畜産物（牛

乳のみ考慮）の生産量 (ton y-1)を示す。 
 
9.3. 健康影響コスト 
治療コスト、治療中の所得損失、死後の所得損失の 3 項目から成り、防護措置の有無に関わら

ず評価する。健康影響コストに関しては、防護措置を考慮して算出された健康影響別の総人数を

用いており、評価メッシュごとではなく全評価メッシュの合計人数に対するコストとなる。 
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9.3.1. 治療コスト 
健康影響別の治療費 CSTMEであり、健康影響別に計算し合計する。対象とする健康影響項目は、

早期罹患、早期死亡、晩発性がん、晩発性がん死亡、遺伝的影響の 5 種類である。健康影響別の

治療費および治療期間は、入力データで与える一定値を使用する。 

CSTME(i) = HEN(i) × HEC(i) × TMHE(i) (9.8) 

ここで、HEN は健康影響 i の人数 (人)、HEC は健康影響 i の治療費 (円 人-1 y-1)、TMHE は健康

影響 i の治療期間 (y)を示す。 
 
9.3.2. 治療中の所得損失 
治療期間中に就業できないために発生した所得損失 CSTLW であり、健康影響別に計算し合計す

る。対象とする健康影響項目は、早期罹患、早期死亡、晩発性がん、晩発性がん死亡、遺伝的影響

の 5 種類である。給与所得と治療期間は、入力データで与える一定値を使用する。 

CSTLW(i) = HEN(i) × DLBR × TMHE(i) (9.9) 

ここで、HEN は健康影響 i の人数 (人)、DLBR は給与所得 (円 人-1 y-1)、TMHE は健康影響 i の治

療期間 (y)を示す。 
 
9.3.3. 死後の所得損失 

死後の所得損失 CSTLWDE および CSTLWDC は、早期死亡および晩発性がん死亡のみを対象とし、

それぞれ以下の式で計算する。死亡数以外の各データは、入力データで与える一定値を使用する。 
 

早期死亡 

CSTLWDE = EMTN × DLBR × ETRM (9.10) 

ここで、EMTN は早期死亡数 (人)、DLBR は給与所得 (円 人-1 y-1)、ETRM は所得可能期間 (y)を
示す。 
 
晩発性がん死亡 

CSTLWDC = FACN × DLBR × (ETRM-INCB) × DISC (9.11) 

ここで、FACN は晩発性がん死亡数 (人)、DLBR は給与所得 (円 人-1 y-1)、ETRM は所得可能期間 
(y)、INCB はがんの潜伏期間 (y)、DISC は割引率 (-)を示す。  
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10. OSCAAR 支援プログラム 
 
 OSCAAR には、実行する上で必要なデータファイルの作成や OSCAAR の出力解析のための様々

な関連プログラム （OSCAAR 支援プログラム）が整備されている。以降に各プログラムの概要を

紹介する。 
 
10.1. 気象データ作成プログラム GPV2OSC 
 GPV2OSC は気象庁から配信されるメソスケールを対象とした数値予報モデル（MSM）から

OSCAAR における計算で使用される気象データのうち、広域気象データ、狭域気象データ、サイ

ト気象データおよび降水量データを作成するプログラムである。モデルの詳細やプログラムの使

用方法については、JAEA-Data/Code 2024-00613)に記載されている。 
 
10.2. 気象データサンプリングプログラム MS 
 OSCAAR において確率論的解析を行う場合、解析を行う気象データのサンプリングの方法とし

て、ランダムサンプリング、サイクリックサンプリング、ビンサンプリングを選択することがで

きる。ビンサンプリングは図 10.1 に示すように、1 年間に出現する気象シーケンスを風速、大気

安定度、降水量等の気象パラメータの値で定義されたカテゴリに分類し、分類された気象ビンに

該当する気象シーケンスからランダムに数個の気象シーケンスを選択して解析を行い、各カテゴ

リの発生確率で重みづけすることで確率論的解析を行う方法である。カテゴリ分類の際には出現

可能な気象シーケンスの全範囲を代表し、事故影響のできるだけ正確な頻度分布を与えることが

できるように工夫する必要がある。MS ではビンサンプリングを行い、気象シーケンスを選定する

ことができる。 
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図図 10.1  ビビンンササンンププリリンンググのの概概念念図図 

10.3. 内部被ばく線量換算係数作成プログラム DSYS 
DSYS は OSCAAR が使用する線量の算出に用いる内部被ばく線量換算係数を作成するプログラ

ムである。内部被ばく線量換算係数は、ICRP が勧告した呼吸気道モデル (ICRP Publ.66)27)、胃腸

管モデル (ICRP Publ.30)28)、体内動態モデル (ICRP Publ.3028), 5640), 6741), 6816), 6942),7143), 7230)) お
よび線量評価モデル (ICRP Publ.5640)) によって計算されている。モデルの詳細やプログラムの使

用方法については、JAEA-Data/Code 2008-03115)に記載されている。

10.4. 人口・農畜産物分布データ作成プログラム CURRENT 
OSCAAR では、集団線量の算定や食物摂取経路による被ばく線量の推定等を放射性物質の放出

点を中心とした 2 次元極座標メッシュで評価を行っており、それらの評価に必要な人口および農

畜産物生産データ等についても同じく 2 次元極座標メッシュで整備する必要がある。CURRENT
では、地域メッシュ統計の人口データや農畜産物データに関する市区町村別統計データから

OSCAAR の 2 次元極座標メッシュのデータを作成する機能を持っている。 

10.5. 晩発性身体的影響・遺伝的影響データ作成プログラム HEINPUT 
HEINPUT は晩発性の身体的影響および遺伝的影響について 1Gy 当たりの生涯リスク、被ばく

後における影響の発生率の時間変化など HE モジュールで必要なデータをあらかじめ計算するプ

ログラムである。HEINPUT で使用されているモデルは、基本的に米国原子力規制委員会（USNRC）
の報告書「原子力発電所事故影響解析のための健康影響モデル（NUREG/CR-4214）」31, 32)を基礎と

している。HEINPUT のモデルの詳細やプログラムの使用方法については、JAERI-Data/Code 99-
00233)に記載されている。
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10.6. ポスト処理プログラム PostOSCAAR 
PostOSCAAR は OSCAAR から出力される出力ファイル (.out)からユーザーが必要となる情報の

出力および確率論的解析を行うプログラムである。OSCAAR で確率論的解析を行うと、解析した

気象シーケンスの数の解析結果が出力ファイルに出力される。PostOSCAAR はこの全気象シーケ

ンスの結果を解析し、2 次元極座標メッシュの距離に応じた最大値または平均値について、最小

値、最大値、50%値、95%値を出力する。 
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11. まとめ 
 
レベル 3PRA コードとして、OSCAAR を開発した。OSCAAR は大気拡散計算、早期被ばく線量

評価、長期被ばく線量評価、防護措置、健康影響評価、経済影響評価のための各モデルにより構

成されている。 
OSCAAR が今後の原子力利用の安全に貢献できることを期待する。 
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